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１．我が国の国際競争力の強化
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※２００７年４月１日現在の定期旅客便数。
なお、記載の数字は週当たりの往復便数であり、経由の場合、経由地も１便として計上。

ソウル：４便
青森空港

ソウル：３便
秋田空港

ソウル：３便 上海：２便

ソウル：３便 上海：３便
大連 ：４便
ウラジオストック：３便

富山空港

ソウル：７便 上海：７便
岡山空港

ソウル：３便
高松空港

ソウル：３便 上海：２便
松山空港

広州：３便 （上海経由）

新北九州空港

ソウル：３１便 釜山：９便 済州：６便
北京 ：１１便（うち大連経由：５便、青島経由：４便）
大連 ：１０便（うち５便北京行） 青島：４便（北京行）
上海 ：２８便 広州：７便 瀋陽：３便
台北 ：２１便（うち７便香港行） 香港：７便（台北経由）
シンガポール：５便 バンコク：１０便 マニラ：４便
ホーチミン：４便

福岡空港

ソウル：２便 上海：２便
長崎空港

ソウル：２便
大分空港

ソウル：３便
熊本空港 ソウル：３便

宮崎空港

ソウル：３便 上海：２便

台北：１４便 マニラ：３便

那覇空港

ソウル：７便 上海：７便

北京 ：４便（大連経由）
大連 ：８便（うち４便北京行）

台北 ：７便
バンコク：２便

広島空港

ソウル：３便 上海２便
鹿児島空港

ソウル： ７便 釜山 ：３便
香港 ： ４便 瀋陽 ：２便
台北 ：１３便 上海 ：３便
ユジノサハリンスク ：１便

新千歳空港

静岡空港（建設中）

ソウル：３便
ユジノサハリンスク：２便

函館空港

ソウル：３便
旭川空港

福島空港

関西国際空港において
週４９６便のアジア便が就航
就航都市数：３２都市
（うち外国企業68％、日本企業32％）

地方空港２３空港において
週３６９便のアジア便が就航
就航都市数：２２都市
（うち外国企業98％、日本企業2％）

ソウル：４便 上海：３便
小松空港

ソウル：３便
美保空港

ソウル：７便 上海 ：２便
ハルビン：４便
ウラジオストック：２便
ハバロフスク：２便

新潟空港

中部国際空港
において週２８２便
のアジア便が就航
就航都市数：２２都市
（うち外国企業67％、
日本企業33％）

ソウル：７便 台北：２便
長春 ：２便 北京：６便

（うち大連経由：２便、上海経由：３便）

仙台空港

地方空港とアジアとのダイレクトネットワークの展開地方空港とアジアとのダイレクトネットワークの展開地方空港とアジアとのダイレクトネットワークの展開
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北伸による平行滑走路の２，５００ｍ化の推進により、発着回数
が２万回増加（２０万回→２２万回）

新滑走路の整備により、年間発着能力が
２９．６万回から４０．７万回に増加滑走路（3,500m)

旅客ﾀｰﾐﾅﾙ
ﾋﾞﾙ

空港連絡
橋

首都圏における旺盛な国際航空需要に対応し、我が国及び首都圏の国際競争力を維持・強化していくため、

２０１０年１０月末以降、国際線の基幹空港である成田空港と、近距離国際線についてこれを補完する羽田空港と

を一体的に運用

成田空港Ｂ滑走路の北伸 羽田空港の再拡張事業

・首都圏において新たに提供される約５万回の国際線発着枠を一体的にとらえ、貴重な資源として、
戦略的に活用

・「成田は国際線の、羽田は国内線の基幹空港である」との基本的考え方は維持しつつ、首都圏における拠点
空港として密接不可分な両空港を車の両輪として一体的に運用

我が国及び首都圏の国際競争力を維持・強化していくため、２０１０年１０月末以降、

２０１０年１０月末以降

首都圏に対する旺盛な国際航空需要にもかかわらず、空港制約の問題から、特に近年急速に需要が拡大する
アジア諸国とのネットワーク拡大の要請に応えることが困難

現 状

昼間時間帯は、供用開始時に３万回の国
際旅客便を就航（これまでの距離の基準
だけでなく、需要や路線の重要性も判断
し、羽田にふさわしい路線を、近いところ
から検討し、今後の航空交渉で確定）。
深夜早朝時間帯は、騒音問題等に配慮し
つつ、貨物便も含めた国際定期便（欧米
便も可能）を就航。

Ｎ
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□関空利用促進本部（□関空利用促進本部（H17.3H17.3～）～）
・関空利用促進宣言（H19.5現在1275社）

□国際物流戦略チーム（□国際物流戦略チーム（H17.6H17.6～）～）
・関空～上海深夜貨物便の社会実験（H18.8～）

→06年冬ダイヤより平日デイリー運航化

関空利用促進に向け、地元も真摯な取組み

□関空全体構想促進協議会（□関空全体構想促進協議会（H10.7H10.7～）～）
・利用促進事業（H19予算７億円）

→新規就航奨励金、旅行商品への支援

関空の利用促進

・海上空港として騒音等の環境問題に完全対応した空港
・機動的な物流施設展開による国際物流拠点としての大きな潜在力
・際内乗り継ぎ機能は、我が国全体の広域的な国際交流の実現に貢献

国際旅客・貨物便を中心に過去最大のネットワークを構築

平成１９年８月２日第二滑走路供用開始により、我が国初の「本格２４時間空港」が実現！

関西国際空港の現状

Ａ滑走路
(3,500m)

Ｂ滑走路
(4,000m：H19年８月２日供用)

空港連絡橋

二期島

一期島

今後需要に応じ整備

一期島国際貨物地区

国際線総便数 国際線（うち貨物便）便数
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国際線07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

過去最高便数 週776便

テロ・ＳＡＲＳの影響

国際線貨物便07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

・過去最高便数 週191便
・日本=中国間のﾌﾚｰﾀｰ便が、2007年夏季

ｽｹｼﾞｭｰﾙから更に充実し、週96便に！

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

H
6
夏 冬

H
7
夏 冬

H
8
夏 冬

H
9
夏 冬

H
1
0
夏 冬

H
1
1
夏 冬

H
1
2
夏 冬

H
1
3
夏 冬

H
1
4
夏 冬

H
1
5
夏 冬

H
1
6
夏 冬

H
1
7
夏 冬

H
1
8
夏 冬

H
1
9
夏

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

H
6
夏 冬

H
7
夏 冬

H
8
夏 冬

H
9
夏 冬

H
1
0
夏 冬

H
1
1
夏 冬

H
1
2
夏 冬

H
1
3
夏 冬

H
1
4
夏 冬

H
1
5
夏 冬

H
1
6
夏 冬

H
1
7
夏 冬

H
1
8
夏 冬

H
1
9
夏

（便／週）

国際線07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

過去最高便数 週776便

国際線07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

過去最高便数 週776便

テロ・ＳＡＲＳの影響テロ・ＳＡＲＳの影響テロ・ＳＡＲＳの影響

国際線貨物便07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

・過去最高便数 週191便
・日本=中国間のﾌﾚｰﾀｰ便が、2007年夏季

ｽｹｼﾞｭｰﾙから更に充実し、週96便に！

国際線貨物便07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

・過去最高便数 週191便
・日本=中国間のﾌﾚｰﾀｰ便が、2007年夏季

ｽｹｼﾞｭｰﾙから更に充実し、週96便に！

国際線貨物便07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

・過去最高便数 週191便
・日本=中国間のﾌﾚｰﾀｰ便が、2007年夏季

ｽｹｼﾞｭｰﾙから更に充実し、週96便に！

国際線貨物便07夏期ｽｹｼﾞｭｰﾙ

・過去最高便数 週191便
・日本=中国間のﾌﾚｰﾀｰ便が、2007年夏季

ｽｹｼﾞｭｰﾙから更に充実し、週96便に！

・過去最高便数 週191便
・日本=中国間のﾌﾚｰﾀｰ便が、2007年夏季

ｽｹｼﾞｭｰﾙから更に充実し、週96便に！

関西国際空港関西国際空港関西国際空港

４



平成17年２月17日の開港後、愛知万博特需等を背景に、平成17年度は国際航空旅客は対前年比３割増、国際航空貨物は同約13割
増など、利用状況は好調。平成18年度に入り、国内線は、万博特需抜きの数字に落ち着いているが、国際線は引き続き好調。

※中部国際空港（株）公表資料より作成。旅客数と貨物取扱量の平成１６年度
数値（名古屋空港）は、一部、中部空港の実績値を含む。
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事業の概要 航空旅客数比較
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共同デポ
補助制度［H17～］

○
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○
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エ
リ
ア
○
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鉄道積替施設（横浜港）
補助制度［H18～］

次世代高規格コンテナターミナル

地方部へ

奥行き500m以上

延
長

1,
00

0m
以

上

水深-16m

荷さばき施設
無利子貸付［H17～］

埠頭公社改革
法律改正［H18～］

大水深コンテナバース
名古屋港、大阪港［H17～］

神戸港［H18～］
東京港、横浜港［H19～］

内航フィーダー利用促進
社会実験［H17～］

24時間フルオープン支援施設
補助制度［H17～］

ゲート前状況監視施
設・偏載監視施設
補助制度［H19～］

○京浜港、名古屋港・四日市港、大阪港・神戸港において、次世代高規格コンテナターミナルの形成等ハード・ソ
フト一体となった総合的取り組みによるスーパー中枢港湾プロジェクトを推進

○平成22年度までに港湾コスト約３割低減（釜山港、高雄港並み）、リードタイムの短縮（３～４日をシンガポール
港並みの１日程度へ）を実現

臨海部物流拠点
（ロジスティクスハブ）
無利子貸付［H18～］

現行ターミナル

延
長

35
0m

奥行き350m～400m

水深-14m～15m

ターミナ
ルの高規
格化・大規
模化

個別の施設及びオペ
レーションシステムに
よる運営

スーパー中枢港湾プロジェクトの推進スーパー中枢港湾プロジェクトの推進スーパー中枢港湾プロジェクトの推進
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③新たな輸送サービスの開始・新たな輸出品目の供給Ⅰ．躍進する中国との関わり

○アジア地域とのスピーディーでシームレスかつ低廉な物流体系の構築（国際ユニットロードターミナルの整備、
小口積替円滑化支援施設の整備 等）

○「海上輸送よりも速く、航空輸送よりも安い」物流サービスを提供（ホットデリバリー、Sea ＆ Rail 等）

○国内各地とアジア各地とのダイレクト航路の充実

○多目的国際ターミナルプロジェクトの推進により、産業の立地に資するばら積み貨物や機械の安定的・低廉
な輸送を確保し、地域の経済と雇用を支え、地域の活性化を促進

国際輸送と国内輸送のシームレスな接続

小口積替円滑化支援施設の整備国際ユニットロードターミナルの整備

・貨物をシャーシやコンテナ等にまとめて（ユニット化）
積み卸しをするためのターミナルを整備

【国際フェリー／ＲｏＲｏ船】 ～迅速な積み降ろし～

【鉄道輸送】

・国際貨物の国内輸送への接続を容易にするためのハード・
ソフトのインフラを整備

【内航海運】

海上輸送

我が国港湾
コンテナターミナル

中国

韓国

Ｃ国

Ｄ国

対アジア輸送の「準国内化」

多頻度化
混載

背後の産業背後の産業

・多頻度小ロット輸送のニーズに対応して、複数の小口貨物
を積替え、混載を行うための施設を整備

アジア物流の増大等に対応した拠点港湾の機能向上アジア物流の増大等に対応した拠点港湾の機能向上アジア物流の増大等に対応した拠点港湾の機能向上
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入港手続

IP-VPN
乗員上陸許可
支援システム

検疫所
入港手続

港湾EDI
港湾手続

NACCS
税関手続

外国政府

食肉輸出証明

ANIPAS
動物検疫

PQ-NETWORK

植物検疫

FAINS
食品届出

申請者

輸出入インター
フェース
システム

インターネット

専用線

ダイヤルアップ

インターネット

ダイヤルアップJETRAS
輸出入管理

申請者

申請者

専用線等
インターネット

FAINS

食品届出

植物検疫

ANIPAS
動物検疫

申請書

外国政府
申請書

検疫所

入港手続

乗員上陸許可
支援システム

入国管理手続

港湾EDI

港湾手続

NACCS
税関手続

JETRAS

輸出入管理

府省共通ポータル

PQ-NETWORK

現状 将来（平成20年10月稼働予定）

基本方針 輸出入・港湾手続等に係る窓口の完全一本化

申 請 者

動物・畜産物の
輸出入検査申請

（動物検疫所）
【農林水産省】

輸出入許可・承認
（裏書）

【経済産業省】

食品輸入届

（検疫所）
【厚生労働省】

入港通報
入港届（明告書）

乗員名簿
乗客名簿 等

（検疫所）
【厚生労働省】

輸出入関連手続（省庁） 港湾関連手続（省庁）

シングルウィンドウ化

入出港届
保障契約情報 等

（港湾管理者）
（運輸局）

《国土交通省》

港湾EDI

入出港届
輸出入申告 乗員名簿

乗客名簿
等

（税 関）
【財務省】

入港通報
入出港届
乗員名簿
乗客名簿

（入国管理局）
【法務省】

入港通報
（船舶保安情報）
入出港届 等

（港長・保安部署長）
【海上保安庁】

府省共通ポータル

NACCS
乗員上陸許可
支援システム

輸入植物検査申請

（植物防疫所）
【農林水産省】

イントラネット インターネット

FAINSPQ-NETWORKANIPASJETRAS

次世代シングルウィンドウシステムでカバーされる手続

次世代シングルウィンドウの概要次世代シングルウィンドウの概要次世代シングルウィンドウの概要
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２．観光立国の推進

資料３：４・５頁関係
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0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000 80000

ブルガリア

カザフスタン

シリア

オーストラリア

デンマーク

香港

スペイン

シンガポール

アイルランド

フィンランド

インド

オーストリア

ルーマニア

トルコ

台湾

ベルギー

韓国

スイス

メキシコ

スウェーデン

ウクライナ

日本

オランダ

ハンガリー

カナダ

フランス

イタリア

ロシア

中国

マレーシア

チェコ

ポーランド

アメリカ

イギリス

ドイツ

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000 80000

エジプト

韓国

アラブ首長国連邦

チュニジア

チェコ

日本

スイス

アイルランド

ベルギー

南アフリカ

クロアチア

マカオ

シンガポール

サウジアラビア

ロシア

オランダ

ポルトガル

タイ

ハンガリー

ギリシャ

ポーランド

ウクライナ

マレーシア

トルコ

カナダ

オーストリア

ドイツ

メキシコ

香港

イギリス

イタリア

中国

アメリカ

スペイン

フランス

← 日本は世界で第１４位

（アジアで第３位）

← 日本は世界で第３０位

（アジアで第７位）

出国旅行者数国際ランキング（２００４年）

（アウトバウンド）
外国人旅行者受入数国際ランキング（２００４年）

（インバウンド）

我が国は出国旅行者数（アウトバウンド）に比べて入国旅行者数（インバウンド）が少ない

主要国における出入国旅行者数国際ランキング主要国における出入国旅行者数国際ランキング主要国における出入国旅行者数国際ランキング
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総計
733万人

白字 重点市場(2003年度～)
青字 重点市場(2004年度～)
赤字 重点市場(2005年度～)

2006年度重点市場分
計 645万人(88.0%)

（2006年）

韓国
212万人
（28.9%）

台湾
131万人
（17.8%）中国

81万人
（11.1%）

香港
35万人
（4.8%）

米国
82万人

（11.1%）

その他アジア
42万人
（5.7%）

タイ
13万人
（1.7%）

シンガポール
12万人
（1.6%）

カナダ
16万人
（2.1%）

イギリス
22万人
（2.9%）

ドイツ
12万人
（1.6%）

フランス
12万人
（1.6%）

オーストラリア
20万人
（2.7%）

アジア
525万人
（71.5%）

北米
100万人
（13.7%）

欧州
80万人
（10.9%）

その他欧州
35万人
（4.7%） オセアニア

23万人
（3.1%）

国・地域別訪日外国人旅行者の割合国・地域別訪日外国人旅行者の割合国・地域別訪日外国人旅行者の割合
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観光立国の実現を進める上での
①豊かな国民生活を実現するための「住んでよし、訪れてよしの国づくり」の認識の重要性
②国民の観光旅行の促進の重要性
③国際的視点に立つことの重要性
④関係者相互の連携の確保の必要性を規定

少子高齢社会の到来や本格的な国際交流の進展を視野に、観光立国の実現を「２１世紀の我が国経済社会の発展のために
不可欠な重要課題」と位置付け。

前 文

観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民経済の発展、国民生活の安定向上及び国際相互理
解の増進に寄与すること

目 的

観光基本法（昭和38年）を全面改正。平成18年12月13日成立、平成19年1月1日施行。

観光立国の実現を国家戦略として位置づけ、その実現の推進を内容とするものであることにかんがみ、題名を「観光基本法」
から「観光立国推進基本法」に改正。

題 名

基 本 理 念

「観光立国推進基本計画」の作成

①国の責務 ･･･ 観光立国の実現に関する施策を総合的に策定し実施する
②地方公共団体の責務 ･･･ 地域の特性を活かした施策を策定し実施する。また、広域的な連携協力を図る
③住民の責務 ･･･ 観光立国の重要性を理解し、魅力ある観光地の形成への積極的な役割を担う
④観光事業者の責務 ･･･ 観光立国の実現に主体的な取り組むよう努める。

関係者の責務等

観光立国推進基本法の概要（１）観光立国推進基本法の概要（１）観光立国推進基本法の概要（１）

①観光立国の実現に関する施策についての基本的な方針
②観光立国の実現に関する目標
③観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
④その他、必要な事項を盛り込んだ、閣議決定による観光立国推進基本計画を策定。（国土交通大臣がとりまとめを担当）
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新たな国の取組みについて規定。

観光立国の実現のための新たな国の取組みに関する規定の整備

国際競争力の高い
魅力ある観光地の形成

観光産業の国際競争力の
強化及び観光の振興に
寄与する人材の育成

観光産業の国際競争力の強化
観光の振興に寄与する人材の育成

観光立国の実現観光立国の実現
ーー 住んでよし、訪れてよしの国づくり住んでよし、訪れてよしの国づくり ーー

国際競争力の高い魅力ある観光地の形成
観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成
観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備

国際観光の振興
国内外からの観光旅行の
促進のための環境の整備

観光旅行の容易化及び円滑化
観光旅行者に対する接遇の向上
観光旅行者の利便の増進
観光旅行の安全の確保
新たな観光旅行の分野の開拓
観光地の環境及び良好な景観の保全
観光に関する統計の整備

外国人観光旅客の来訪の促進
国際相互交流の促進

観光立国推進基本法の概要（２）観光立国推進基本法の概要（２）観光立国推進基本法の概要（２）
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３．地域の自立と活性化

資料３：６頁関係
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・人口、経済力等で欧州一国に匹敵し東アジア等との直接の交流を深めつつある地域ブロックの自立・活性化を促進

・アジア地域や国内各地の広域にわたる経済活動等の促進により、地域を活性化

・民間と連携した地域の発意による自立・活性化戦略に基づき総合的な支援を展開

①広域的な経済活動等に不可欠な公共施設を集中的に整備

②広域的な経済活動等の拠点となる民間の拠点施設整備への支援 、都市計画手続の特例等
※

制度概要
プロジェクトイメージ

※会議場、オフィスビルなど（公共施設整備を伴うもの）

基 本 方 針
（国土交通大臣作成）

広域的地域活性化基盤整備計画
（都道府県作成）

直轄事業等に
よるインフラの
整備

地域自立・活
性化事業推進
費

＝

・ 都道府県が実施する公共施設の整備
（ハード）

（道路、河川、鉄道、港湾、空港、下水道、

都市・住宅、公園）

・ 地域の発意による事業
（ソフト）

（交付対象事業の活用に関する調査、
都市と地方の交流事業など）

【特例措置】
・民間都市開発推進機構から

の出資
・都市計画の提案 等

国土交通大臣の認定

民間拠点施設整備事業計画
（民間事業者作成）

国土交通大臣に提出

広域的な経済活動等の
基盤整備のための
交付金の交付（都道府県）
＝地域自立・活性化交付金

計画の作成・実施に際し、
・国土形成計画等との整合
・民間事業者との連携
・広域地方計画協議会の活用

連

携

重 点 地 区
②観光活性化

工業
用地

内陸生産拠点エリア

幹
線

道
路

（国
道

）

市町村道
市町村道

重点地区
臨海物流拠点エリア

都道府
県道

工場の進出

民間

都道府県

臨港道路、緑地等の
港湾施設整備

物流ｾﾝﾀｰの整備

民間

道路拡幅等

アクセス道路の整備等

都道府県

幅員狭小解消の
ための拡幅

国

①生産・物流機能の強化

♨
親

水
護

岸

都道府
県道

高規格幹線道路

河川環境の整備

都道府県

幹線道路
（国道）

スマートIC(ETC専用)の
イメージ

緑化

SA・PA

♨

♨

電線類地中化

交差点改良

国

スマートIC(ETC専用)への

アクセス道路の整備

市町村

♨

♨
♨♨

♨

美術館等観光施設の整備、
周回ﾊﾞｽの運行 等

民間

観光案内施設の整備

民間

沿道の景観整備

都道府県

重点地区

【その他の計画対象プロジェクト例】

都市・農村交流促進、地方都市再生、地場産品活性化

広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（平成１９年法律第５２号）広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（平成１９年法律第５２号）（平成１９年法律第５２号）

目的
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活力ある都市活動、観光振興住民の足の確保、ユニバーサル社会の実現 環境問題等への対応

基 本 方 針 （国のガイドライン）

関連交通事業法の事業許可等の手続きの合理化等

１．計画の作成・実施

２．新たな形態による輸送サービスの導入円滑化

スキーム概要

市町村 公共交通事業者 ※ 道路管理者 住民＊

協議会

主務大臣（国土交通大臣・総務大臣）は、地域公共交通の活性化及び再生に関する基本方針を策定

注１ ＬＲＴ（Light Rail Transit）
低床・バリアフリー設計の新車の投入、屋根付きの快

適な停留所、高速・定時性の確保等を組み合わせた機能
を備えた次世代型路面電車システム

注２ ＢＲＴ（Bus Rapid Transit）
輸送力の大きなノンステップバスの投入、バス専用

レーン、公共車両優先システム等を組み合わせた高次の
機能を備えたバスシステム

港湾管理者 公安委員会＊ ※鉄道、軌道、バス、
タクシー、旅客船等

ＩＭＴＳ（ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞ ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ） 水陸両用車

等

ＤＭＶ（ﾃﾞｭｱﾙ ﾓｰﾄﾞ ﾋﾞｰｸﾙ）
・軌道と道路の両方の走行が可能な車両

・磁気誘導による専用
道路部分と一般道路
の両方を走行する車両

等

※国家公安委員会、環境大臣に協議

国

に

よ

る

総

合

的

支

援

・協議会の参加要請応諾義務
（＊公安委員会、住民は除く）

・計画策定時のパブリックコメント実施
・計画作成等の提案制度
・協議会参加者の協議結果の尊重義務

地域公共交通総合連携計画

駅

駅

駅

駅

乗合タクシーやコミュニティバス

鉄道活性化 乗継円滑化 海上運送高度化

ＬＲＴ整備

ＢＲＴ整備

・計画策定経費支援
・関係予算を可能な限り重点
配分、配慮

・地方債の配慮
・情報、ノウハウの提供
・人材育成 等

予 算 等

法律上の特例措置
・ＬＲＴ整備に関する軌道事業の上下分離制度の導入
・ＬＲＴ車両購入費、ＢＲＴの車両購入費、オムニバスタウン計画に

基づく施設整備事業等について自治体助成部分の起債対象化
・鉄道再生実施計画作成のための廃止予定日の延期
・関連交通事業法の事業許可等の手続きの合理化 等

地域の関係者が地域公共交通について総
合的に検討し、地域のバス交通の活性化や
地方鉄道の活性化など地域住民の移動手段
の確保、都市部におけるＬＲＴやＢＲＴの導入
や、バスの定時性・速達性の向上、乗継の改
善等、地域公共交通のあらゆる課題について、
当該地域にとって最適な公共交通のあり方に
ついて合意形成を図り、合意に基づき各主体
が責任を持って推進。国は、これを総合的に
支援。

【地域公共交通特定事業】
・ＬＲＴの整備 ・ＢＲＴの整備、オムニバスタウンの推進
・海上運送サービスの改善 ・乗継の改善 ・地方鉄道の再生

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）
－主体的に創意工夫して頑張る地域を総合的に支援－

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）（平成１９年法律第５９号）
－主体的に創意工夫して頑張る地域を総合的に支援－－主体的に創意工夫して頑張る地域を総合的に支援－

地域公共交通の活性化・再生の必要性
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都市再生特別措置法、密集市街地整備法、道路法等の改正

都市の「負の遺産」の解消民間活力による都市開発 地域の担い手への支援

都市の再生・地域の活性化

都市機能の高度化及び居住環境の向上を図るため、国土交通大臣による民間都市再生事業計画の認定を申請することができ
る期限の延長、防災街区整備地区計画の区域内において建築物の容積を配分する制度の創設、市町村による国道又は都道府
県道の管理の特例措置の拡充等を行う。

都市再生の起爆剤となる拠点整備

都市再生緊急整備地域

民間都市再生事業計画

まちづくり交付金の計画区域

民間都市再生整備事業計画

【東京ミッドタウン】 【高松丸亀町商店街】 【飯田市橋南再開発】

・民間都市再生事業計画の認定申請期限の延長
・都市再生機構によるまちづくり交付金の計画の作成

支援業務の期限の延長

都市の競争力・成長力の強化、経済の好転の
地方都市への波及

密集市街地 全国約25,000ha
重点密集市街地 全国約 8,000ha

【東京】
重点密集市街地：約2,300ha

【大阪】
重点密集市街地：約2,300ha

都市の「負の遺産」である密集市街地の早期解消

→最低限の安全性確保に向けた進捗状況は約３割(H17)

・道路と一体的に整備する受け皿住宅等の敷地に容
積を移転できる地区計画制度の創設

・老朽住宅居住者の受け皿を、地方公共団体の要請
により都市再生機構が整備

・用地買収方式による第二種市街地再開発事業の面
積要件を緩和

・権利変換手法による防災街区整備事業の地区要件
を緩和

・危険な老朽住宅の除却及び地区の特性に応じ
た規制の合理化による建替えの促進

・面的整備事業による基盤整備と建替えを一体
的に推進

地域の担い手を活かした地域の活性化

市町村都市再生整備協議会の創設

都市再生整備推進法人の指定制度

都市再生整備推進法人

市町村
指定

地域資源を活用した特色あるまちづくりへの支援

景観形成・観光振興等の
住民等が行うまちづくり事業

民間都市開発
推進機構

助成助成

市町村のまちづくりに
対する地域の担い手の
ニーズの反映

・市町村、都市再生整備
推進法人等の指定法人、
ＮＰＯ法人 等

構成員

・市町村による国道・都道府県道の歩道等の整備の
代行、要請

・道路管理者と沿道住民による道路外利便施設の協
定制度、NPO等による道路占用の特例

安全な歩行空間、地域のにぎわい
・交流の場としての道路の多様な機能

の発揮

地域のニーズに即した柔軟な道路管理制度

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１９号）都市再生特別措置法等の一部を改正する法律都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１９号）（平成１９年法律第１９号）
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高規格幹線道路網図高規格幹線道路網図高規格幹線道路網図
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新八代

鹿児島中央 平成１６年３月開業

長崎

博多

○南越･敦賀間

○福井駅部

平成20年度末完成予定

九州新幹線
（長崎ルート）

○博多･新八代間

○諫早･長崎間
（ｽｰﾊﾟｰ特急）

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ

（ｽｰﾊﾟｰ特急）

平成22年度末完成予定

〈130km〉

〈21km〉

〈45km〉

武雄温泉

○武雄温泉･諫早間

〈31km〉

諫早

○金沢･南越間

開業区間
建設中区間
新規着工区間
未着工区間（工事実施計画申請中）
未着工区間（工事実施計画未申請）

凡 例

平成１４年１２月開業

東北新幹線

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

○新函館･札幌間

○新青森･新函館間

平成27年度末完成予定

北海道新幹線

北陸新幹線

※石動･金沢間はｽｰﾊﾟｰ特急
⇒フル規格

長野

石動

高崎
南越

敦賀

福井

富山
金沢

平成26年度末完成予定

平成９年１０月開業

〈211km〉

〈149km〉

〈82km〉

〈68km〉

○富山･金沢間
〈170km〉

○長野･富山間

○八戸･新青森間

平成22年度末完成予定

〈86km〉

九州新幹線
(鹿児島ルート）

白山総合車両基地

新鳥栖

○ 北海道新幹線
新青森－新函館間 平成２７年度末完成予定

○ 東北新幹線
八戸－新青森間 平成２２年度末完成予定

○ 北陸新幹線
長野－金沢(白山総合車両基地) 平成２６年度末完成予定
福井駅部 平成２０年度末完成予定

○ 九州新幹線(鹿児島ルート)
博多－新八代間 平成２２年度末完成予定

○ 九州新幹線(長崎ルート)
武雄温泉－諫早間 調整が整った場合には、着工

平成１６年１２月政府・与党申合せによる整備区間

整備新幹線の現状（平成16年12月 政府与党申合せ）整備新幹線の現状（平成整備新幹線の現状（平成1616年年1212月月 政府与党申合せ）政府与党申合せ）
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４．安全・安心基盤の確立

資料３：７頁～９頁関係
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国道２９１号

県
道

２
３

号

長岡市山古志支所
（旧山古志村役場）

○中越地震により旧山古志村において1,419箇所で山腹等が崩壊

し大規模な河道閉塞（天然ダム）が多数発生、高速道路、国道、
県道では２００箇所を越える通行止めが発生。

○新潟県からの要請を受け、国道２９１号の災害復旧・砂防事業を
新潟県に代わって実施。国が一括的かつ効率的に推進するた
め「中越地震復旧対策準備室」を北陸地方整備局内に設置

河道閉塞により湛水し、家屋が浸
水した東竹沢上流の木籠集落

国道291号開通（H18.9.4）

◆一刻も早い被災地の復興を支援するため、災害対策車の派遣や、市町村の災
害状況の調査、復旧に係る工法検討の支援、下水道、住宅・宅地等の専門家によ
る調査の支援を実施

国による支援

瓦礫と化した国道291号の被災状況の調査
（H16.11.6 山古志村 ）

芋川

H16.10

地すべり土塊が芋川を閉塞

寸断した国道291号と天然ダム

天然ダムにより水没した国道291号

下水道の被害状況把握のための調査
（出雲崎町）

国道２９１号の復旧工事着手
（H16.11.11）直轄砂防事業概成地区

「新潟県中越地震」（平成16年10月）「新潟県中越地震」（平成「新潟県中越地震」（平成1616年年1010月月））
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わが国は、世界的にも地震大国であり、巨大地震が発生する可能性は極めて高い。
首都直下地震が起きた場合の経済被害は１１２兆円と試算。間接被害（被害総額の約４割）により、わが国経済社会の機能が
破滅的被害を受ける恐れ。また、被害総額の約半分は建物被害。
東南海・南海地震などでは津波による人的被害が顕著。

南海トラフ

日
本
海
溝

相模トラフ

千島海溝

約５７兆円約３７兆円約１１２兆円合 計

約 ８兆円約 ６兆円約２６兆円地域外波及

約 １兆円約 ２兆円約 ６兆円交通寸断

約 ５兆円約 ３兆円約１３兆円生産停止

約１４兆円約１１兆円約４５兆円間 接 被 害

約３０兆円約１８兆円約５５兆円建物被害

約４３兆円約２６兆円約６７兆円直 接 被 害

経済被害（最大）

約２，１００人約７００人約 ６００人崖崩れ

約１００
～５００人

約２００
～６００人

約８，０００人火災

約３，３００
～８，６００人

約４００
～１，４００人

津波

約６，６００人約６，７００人約３，３００人
揺れ

（建物倒壊等）

約１２，１００
～１７，８００人

約７，９００
～９，２００人

約１３，０００人死 者 数

人的被害（最大）

東南海・南海
地震

東海地震首都直下地震

中央防災会議資料より
※首都直下地震の人的被害（最大）は都心西部直下地震（Ｍ６．９）、経済被害（最

大）は東京湾北部地震（Ｍ７．３）。
※経済被害には、人的被害及び公共土木被害は含まれていない。
※平成１７年度国家予算（一般会計）は約８２兆円（うち、一般歳出は約４７兆円）。

東海地震(M8級)

東南海・南海地震(M8級)

日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震

凡例
：最大震度６以上の地震
(本震)(但し1975年以降）

：想定震源域

 

首都直下地震(M7級)

○過去３０年の地震と
巨大地震の震源域

Ｍ７クラスの地震は
ある程度の切迫性を有する

今世紀前半での発生が懸念

いつ大地震が発生しても
おかしくない

巨大地震の震源域と被害想定巨大地震の震源域と被害想定巨大地震の震源域と被害想定
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800mm
600mm
400mm
200mm
100mm
50mm

1000mm

近年発生している大規模災害近年発生している大規模災害

（棟）

20000
10000
5000
1000
100

50000

・これまでの記録を超える梅雨期の集中豪雨や10個の

台風上陸等により、全国各地で水害・土砂災害、

高潮が頻発

・死者・行方不明者240名、浸水家屋199,371棟

・首都圏で時間雨量100mm以上、

九州南部で総雨量1,000mm以上の豪雨

・死者・行方不明者数41名、浸水家屋32,581棟

半地下ビルの浸水状況

東京杉並区（平成１７年９月）

・九州南部では昨年に続き

総雨量1,000mm以上の豪雨

・死者・行方不明者数42名、

浸水家屋25,804棟

○新潟豪雨（日最大雨量を更新）

鹿児島県大口市
大口 1122㍉

宮崎県えびの市
えびの 1281㍉

600 700 800 900 1000
ミリ

600 700 800 900 1000
ミリ

川内川

○各都道府県の被害棟数

全国各地で被害

0

20

40

60

80

100

120

0 2 4 6 8 10

（ｍｍ）
平成１７年

（下井

降り始めからの時間→

時間雨量
（下井草観測所）

神田川の当面の
整備目標（50mm/h）

時間最大１１２mm/hr

平成１６年７月１３日
新潟・福島豪雨
４２１ｍｍ／日

昭和３６年の過去最大
３４２ｍｍ／日

７月豪雨

７月豪雨による土石流災害

台風１４号の豪雨による土石流災害

鹿児島県垂水市（平成１７年９月） 長野県岡谷市（平成１８年７月）

鹿児島県湧水町（平成１８年７月）

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度

○上陸した台風（１０個）の経路

台風16号 高潮災害（香川県高松市） 台風23号（兵庫県豊岡市：円山川）

○台風１４号による総雨量の分布

○台風１４号による総雨量の分布

大淀川支川大谷川
の越水による浸水被害

宮崎市下小松［しもこまつ］地区
（平成１７年９月）２３



0

100

200

300

1. １時間降水量 ５５００ ㎜以上の降水の発生回数

2. １時間降水量 １００１００ ㎜以上の降水の発生回数

525354555657 585960 616263H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415525354555657 585960 616263H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415

（回/年）

0

5

10

525354555657 585960 616263 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415525354555657 585960 616263 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415

H9～18

平均平均 55..11回回
平均平均 22..44回回

S62～H8

平均平均 22..22 回回

S52～61（回/年）

16

500

400

16 17

17

18

18

平均平均 202000 回回

S52～61
H9～18

平均平均 313313 回回
平均平均 234234 回回

S62～H8

１時間降水量の年間延べ件数

（全国のアメダス地点 約1,300箇所より）

資料）気象庁資料より作成

気候変動による豪雨の増加
１時間に５０ｍｍや１００mmを超す集中豪雨が増加

・人為起源の温室効果ガスの増加が温暖化の原因とほぼ断定

・最近１２年は１８５０年以降で最も温暖な１２年

・大雨の頻度が増加

・２１世紀末の平均気温上昇と平均海面水位上昇

・熱帯低気圧の強度は強まると予測

気候変動に関する政府間パネル(IPCC)
第４次評価報告書 第1作業部会、第２作業部会

※IPCC第４次評価報告書第１、第2作業部会報告書政策決定者向け要約（SPM)より

気候変動等、近年厳しさを増しつつある自然条件気候変動等、近年厳しさを増しつつある自然条件

1 ,1 0 0

1 ,2 0 0

1 ,3 0 0

1 ,4 0 0

1 ,5 0 0

1 ,6 0 0

1 ,7 0 0

1 ,8 0 0

1 ,9 0 0

2 ,0 0 0

2 ,1 0 0

1 9 0 0 1 9 2 0 1 9 4 0 1 9 6 0 1 9 8 0 2 0 0 0

出典：「日本の水資源」（国土交通省土地・水資源局水資源部）に河川局が加筆

年
降
水
量

ｍｍ

明治33 大正9 昭和15 昭和35 昭和55 平成12

年降水量平均降水量

トレンド ５年移動平均

1 ,1 0 0

1 ,2 0 0

1 ,3 0 0

1 ,4 0 0

1 ,5 0 0

1 ,6 0 0

1 ,7 0 0

1 ,8 0 0

1 ,9 0 0

2 ,0 0 0

2 ,1 0 0

1 9 0 0 1 9 2 0 1 9 4 0 1 9 6 0 1 9 8 0 2 0 0 0

出典：「日本の水資源」（国土交通省土地・水資源局水資源部）に河川局が加筆

年
降
水
量

ｍｍ

明治33 大正9 昭和15 昭和35 昭和55 平成12

年降水量平均降水量

トレンド ５年移動平均

長期的に見ると小雨と多雨の変動幅が増大

拡
大

２６～５９ｃｍ１８～３８ｃｍ海面上昇

約４．０℃(2.4℃～6.4℃)約１．８℃(1.1℃～2.9℃)気温上昇

化石エネルギー源を重視しつつ高
い経済成長を実現する社会

環境の保全と経済の発展が地
球規模で両立する社会

1980～1999年までに比較した、21世紀末（2090～2099年）の平均気温上昇予測

ＩＰＣＣ 第４次評価報告書 第１作業部会報告書より

５９３

８７９

海面上昇後

１．５４０４人口（万人）

１．５５７７面積（k㎡）

倍率現状

平均海面が５９ｃｍ上昇した場合、三大湾（東京湾、伊勢湾、
大阪湾）のゼロメートル地帯の面積、人口は５割増加

東京湾（横浜市～千葉市） 伊勢湾（川越町～東海市） 大阪湾（芦屋市～大阪市）

※国土数値情報をもとに作成
※３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下回

るものを図示。面積、人口の集計は３次メッシュデー
タにより行っている

※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※海面が１ｍ上昇した場合の面積、人口の６０％分を増

分として計算

現状

海面
上昇後

日本の年降水量の経年変化

２４



災害リスクの増大と地域防災力の低下災害リスクの増大と地域防災力の低下
高齢化に伴う災害時要援護者の増加と地域防災力の低下
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日本の総人口と水防団員数の推移

高齢化、サラリーマン団員の増加による参集人員の不足

■水防団員数の推移

H18現在
91.4万人
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宅地等の
水害区域面積

一般資産
被害額

一般資産水害密度
（水害区域面積あたり
の一般資産被害額）

昭和 平成

一般資産水害密度（万円／ha）
水害区域面積１haあたり
一般資産被害額（平成12年価格）

一般資産被害額(千億円)
水害区域面積(万ha)

（注） 　１　一般資産被害額及び水害密度には営業停止損失を含む。また、価格は平成１２年価格である。
　　　 　２  各年の計数は当該年を含む過去５箇年の平均値である。
　　　　 ３　一般資産水害密度＝一般資産被害額／宅地等の水害区域面積
資料）　国土交通省「水害統計」

０．７

３．８

５，４３３

平成１６年１０月 東京地下鉄麻布十番駅

Ｂ３Ｆホーム階

平成１５年７月 福岡市営地下鉄

都市部で頻発する地下施設への浸水

電子機器の普及等、水害に弱い資産が増加
→ 治水対策により浸水面積は減少したが、浸水面積あたりの被害額は激増

■被災者に占める高齢者の割合

６５歳以上
359人
(63%)

６５歳未満
208人
(37%)

出典
消防庁HPに掲載されて
いる平成16年（2004）以降
の災害を集計（H18.9.21
時点）

６５歳以上
３５９人（６３％）

６５歳未満
２０８人（３７％）

平成１６年７月１４日朝日新聞

大規模被災箇所への対応が増加

治水予算が減り続ける一方、近年の水害頻発により、

大規模被災箇所への事後的な対策に投資する割合が増加
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◆予算全体に占める大規模被
災箇所対応費の割合

※河川事業当初予算（維持修繕を除く）

8,684 8,881
9,170

9,626
9,937

10,235 10,366 10,109

8,933
8,550 8,458 8,348

7,070 6,846
6,299

6,025
5,374

5,012
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326
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1,437
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1,0791,011

9,091 9,206

9,572

9,988

10,399
10,725

11,093 10,977

9,743

10,176 10,169

9,785

8,453

8,014

7,329

6,804

6,386
6,091

4.5%

3.5%
4.2%

3.6%

4.4% 4.6%

6.6%
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8.3%

16.0%

16.8%
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15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

◇H10.8月豪雨
◇台風７号等

◇H16.7新潟・福島豪雨
◇H16.7福井豪雨
◇台風21～23号等

◇9月首都圏豪雨
◇台風14号

◇H18.7梅雨前線豪雨
◇台風13号

◇7月梅雨前線

◇H11.8豪雨

◇H12東海豪雨

◆予算全体に占める大規模
被災箇所対応費の割合

■大規模被災箇所への対応（激特・床上・復緊）
■その他河川事業
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予防的対策や再度災害防止の徹底予防的対策や再度災害防止の徹底

生活や社会経済活動に深刻な
ダメージを与える被害の回避

地域レベルの機能の防御国家レベルの機能の保全

・三大都市圏における洪水による床上浸水被害や三大湾

における津波高潮による床上浸水被害を解消

・地域住民の生活の拠点であり、行政、産業、医療などの機能が集積する

中核的な地区を対象として、深刻な床上浸水被害や土砂災害を解消

仮に被災したとしても、国民の生活や社会経済活動が深刻なﾀﾞﾒｰｼﾞを受けることなく、社会経済活動が
持続可能となるよう、国家ﾚﾍﾞﾙ、地域ﾚﾍﾞﾙで守るべき機能を明確化し予防的に保全

浸水が想定される地下鉄

浸水が想定されない地下鉄

北千住駅

上野駅

東京駅

荒川が決壊した場合の浸水エリア

福岡豪雨（平成11年）福岡市

薩埵峠より

地すべりブロック

さった

薩埵峠より

地すべりブロック

さった

重要交通網を守る地すべり対策

静岡県由比

東名高速、国道１号、ＪＲ東海道本線が集中
台風23号（平成16年）兵庫県

（公立豊岡病院）

整備前 整備後

H12.7被災状況（五泉市）

平成12年水害（家屋浸水707戸）を契機とした信濃川水系能代（のうだい）川（新潟県五泉
（ごせん）市）の治水対策により、平成16年豪雨では家屋浸水被害がゼロになった

流下能力を約2.3倍に向上

・大規模な水害が発生した地域や、不安定な土砂が残り、再度災害の発生

の危険性の高い地域を保全

予防的対策への重点化 再度災害防止の徹底

人命被害の回避

・破堤等による壊滅的な被害を極力防御
・安全な避難場所のない集落を保全

H16年 香川県大野原町五郷有木
ごごうありき

土石流発生

H16年 兵庫県豊岡市
（円山川の破堤による被害）
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川崎港東扇島基幹的広域防災拠点のイメージ

（15.8ha）

 湾内への緊急
物資の搬出

緊急物資の
搬入・搬出支援

緊急物資の
搬入

湾外からの緊急
物資の受入

首都高速湾岸線

河川輸送

港湾広域防災拠点支援施設

物流ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀｰ

川崎港東扇島基幹的広域防災拠点のイメージ

（15.8ha）

 湾内への緊急
物資の搬出

緊急物資の
搬入・搬出支援

緊急物資の
搬入

湾外からの緊急
物資の受入

首都高速湾岸線

河川輸送

港湾広域防災拠点支援施設

物流ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀｰ

耐震強化岸壁の整備耐震強化岸壁の整備
基幹的広域防災拠点の整備と運用体制の強化基幹的広域防災拠点の整備と運用体制の強化

川崎港東扇島基幹的広域防災拠点の運用イメージ

大規模地震発生時の首都圏一円の緊急物資輸送のコントロール機能
を担う基幹的広域防災拠点を、川崎港東扇島地区で平成１９年度中に
整備する。

また、基幹的広域防災拠点の供用開始後の運用体制の強化に向け、
ＢＣＰ（業務継続計画）を策定し、これを基に訓練を実施する。

東京港

川崎港

横浜港

千葉港
【東扇島地区（約15.8ha）】

被災時における物流コントロールを行
うとともに、海上輸送、河川輸送、陸
上輸送等への中継基地としての機能

【有明の丘地区（約13.2ha ）】

首都圏の広域防災のﾍｯﾄﾞｸｫｰﾀｰと
して機能

東京港

川崎港

横浜港

千葉港
【東扇島地区（約15.8ha）】

被災時における物流コントロールを行
うとともに、海上輸送、河川輸送、陸
上輸送等への中継基地としての機能

【有明の丘地区（約13.2ha ）】

首都圏の広域防災のﾍｯﾄﾞｸｫｰﾀｰと
して機能

東海地震、東南海・南海、首都直下、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震など大規模地震の切迫する地域等における耐震強化岸壁の整備促
進により、港湾における大規模災害への対応力を強化。

・全国の耐震強化岸壁整備率※を概ね70％へ向上。

※整備率=（供用済み岸壁数＋整備中岸壁数）÷計画岸壁数 （現況６割程度）
・臨海都道府県の全てで耐震強化岸壁を整備。
・耐震強化岸壁を性能から２種類（特定、標準）に区分するとともに、既
存岸壁の改良を組み合わせ、従来型の新規整備に比べ、事業費を削
減。

耐震強化岸壁緊急整備プログラム（H18年度～22年度）

長期的には耐震強化岸壁整備率長期的には耐震強化岸壁整備率100%100%を目指す！！を目指す！！

現況（H19.4） 5年後目標 長期目標
【耐震強化岸壁の整備率】

100100%%

応急復旧

耐震強化岸壁（特定） 耐震強化岸壁(標準)

震度６強～７程度の想定
最大地震※時でも被災直後から使
用可能

30m 25m

※ 首都圏の事例 応急復旧により利用可能な
程度まで変位を許容

震度６弱～６強程度の地震※時では被
災直後から利用可能

震度６強～７程度の想定最大地震※

に対しては被災より約１週間後からの
緊急物資の輸送を担う

応急復旧

耐震強化岸壁（特定） 耐震強化岸壁(標準)

震度６強～７程度の想定
最大地震※時でも被災直後から使
用可能

30m 25m

※ 首都圏の事例 応急復旧により利用可能な
程度まで変位を許容

震度６弱～６強程度の地震※時では被
災直後から利用可能

震度６強～７程度の想定最大地震※

に対しては被災より約１週間後からの
緊急物資の輸送を担う

60% 7070%%

港湾における大規模地震対策の推進港湾における大規模地震対策の推進港湾における大規模地震対策の推進
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緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報

緊急地震速報は、地震による強い揺れを事前にお知らせすることを
目指す新しい情報で、今年10月1日から提供を開始する予定です。

緊急地震速報は、地震による強い揺れを事前にお知らせすることを緊急地震速報は、地震による強い揺れを事前にお知らせすることを
目指す新しい情報で、今年目指す新しい情報で、今年1010月月11日から日から提供を開始する予定です。提供を開始する予定です。

震源に近い地震計が
揺れ（P波）を感知

大きな揺れが到達大きな揺れが到達

緊急地震速報緊急地震速報
（震源の位置、マグニチュード、震度の推定）（震源の位置、マグニチュード、震度の推定）

地震発生地震発生

気象庁

P波 S波

秒速 約７ｋｍ

秒速 約４ｋｍ
他の地震計でも

次々に揺れを感知

データ

速報の利活用速報の利活用
緊急地震速報
強い揺れの地域・・・

家庭での
安全確保

エレベータや電車の
自動制御

緊急停止
システム
始動！
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耐震改修促進法の改正（H18.1施行） Ｈ１９.３までに全ての都道府県で耐震改修促進計画を策定

◇住宅の耐震化率※ ７５％（Ｈ１５）→９０％（Ｈ２７）

現状

◇特定建築物※の耐震化率 ７５％（Ｈ１５）→９０％（Ｈ２７）
※ 特定建築物：多数の者が利用する建築物（一定規模以上の病院、学校など）、地震で倒壊した場合に道

路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれのある建築物等。

約4,450万戸(90%)約3,550万戸(75%)うち耐震性あり

約4,950万戸約4,700万戸住宅 総数

平成２７年目標平成１５年推計値

約36万棟（90%）約27万棟（75%）うち耐震性あり

約40万棟約36万棟特定建築物 総数

目標達成に向けた主な施策

４

（道路を塞ぐ建築物）

予算制度

○耐震改修促進税制による支援
【住宅】

旧耐震基準により建設された住宅について耐震改修工事を
行った場合、
①耐震改修工事に要した費用の10％を所得税額から控除
②固定資産税額を１～３年間１／２減額

【特定建築物】
耐震改修促進法の認定計画に基づく耐震改修工事を行った
場合、耐震改修工事費の10％の特別償却を認める。
（所得税、法人税）

その他

計画的な取り組みを促進

（耐震改修の例）

○住宅・建築物耐震改修等事業による補助
【予算額：136.5億円（Ｈ19）】

①耐震診断：国１／２＋地方１／２
又は国１／３＋地方１／３＋所有者１／３

②耐震改修：国7.6％＋地方7.6％
※緊急輸送道路沿道建築物、避難路沿道等分譲マンションについて

は補助率をかさ上げ

○地域住宅交付金の活用
【予算額：1,870億円の内数（Ｈ19）】
提案事業として住宅の耐震改修を支援

◇阪神・淡路大震災による死者数の約９割は住宅の倒壊等によるもの。また、首都直下地震、東海地震等発生時の被害
想定でも、建物倒壊によりそれぞれ約5,600～6,700人の犠牲者が予測。

目標

住宅・建築物の耐震化住宅・建築物の耐震化住宅・建築物の耐震化
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住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定により建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅に係る瑕疵担保責任の履行の確保等を図る
ため、建設業者による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地建物取引業者による住宅販売瑕疵担保保証金の供託、住宅に係る瑕疵担保責任の履行
によって生ずる損害をてん補する一定の保険の引受けを行う住宅瑕疵担保責任保険法人の指定等について定める。

新築住宅の売主等が十分な資力を有さず、瑕疵担保責任が履行されない場合、
住宅購入者等が極めて不安定な状態に置かれることが明らかとなった。

構造計算書偽装問題

新築住宅 ： 建設業者及び宅地建物取引業者（新築住宅の売主等）は、住宅品質確保法に基づく１０年間の瑕疵担保責任を負う。

（構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分）

新築住宅の売主等による瑕疵担保責任の履行の確保

住宅購入者等の利益の保護

１．瑕疵担保責任履行のための資力確保の義務付け

資力確保の方法

住宅購入者等

売主等
供託所

（法務局）

修
補
等

請
求

修
補
等

還付

保証金の供託

住宅購入者等

売主等
住宅瑕疵担保責任

保険法人

修
補
等

請
求

修
補
等

保険金支払

保険料

保険金請求

保険金支払

供託 保険
新築住宅の売主等に対し、住宅の供給戸数に応じた保証金の供
託を義務付け。

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る住宅戸数は、供託すべき保証
金の算定戸数から除かれる。

２．保険の引受主体の整備

瑕疵の発生を防止するための住宅の検査と一体として保険を行うため、国土交通大臣が新たに住宅瑕疵担保責任保険法人を指定する。

３．紛争処理体制の整備

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る住宅の売主等と住宅購入者等の紛争を迅速かつ円滑に処理するため、紛争処理体制を拡充する。

＜供託のスキーム＞ ＜保険のスキーム＞

瑕疵 瑕疵
還付請求 保険金直接請求

売主等倒産時
不履行時

売主等倒産時
不履行時
確定判決

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律
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○ 改正道路運送法施行後5年間において、５７６社、１９，８７９台の新規参入許可申請等。

平成14年1月末（規制緩和前）

事業者数： 6,828社 車両数 ：205,553台
平成19年1月末（規制緩和後）

事業者数： 7,404社 車両数 ：225,432台
事業者数：＋8.4％ 車両数 ：＋9.7％

■新規参入の状況（法人）

○ 利用者の意識としては、運賃、待ち時間、接客態度については、規制緩和前より良くなっていると感じている。 一方、道の詳しさ、運転技術については、悪くなっているという結果
となった。

～ 「タクシー事業における安全管理に関する調査結果（平成１７年９月）」より ～

昔と比べて良く
なっていると思う

昔も今もあまり
変わらないと思う

昔と比べて悪く
なっていると思う

わからない

(%)
各種割引など料金の多様化

待ち時間

運転手の接客態度

運転手の運転技術
運転手の道の詳しさ（道を知っているか）

38.5 46.4 3.0 12.2

24.6 61.8 2.9 10.8

32.8 53.8 7.0 6.4

7.3 70.8 13.8 8.1

7.0 58.5 26.1 8.4

Ｑ 昔（３年より前）と現在のタクシーの状況比較
【タクシー利用者】

(ｻﾝﾌﾟﾙ数：1,817)

■タクシーに関する利用者意識

■運転者起因重大事故、過労運転件数 ■苦情件数（乗車拒否、地理不案内、運賃不正収受等）
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東京、大阪

その他の政令指定都市

その他都市
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171
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55 60
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157
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平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

東京、大阪

その他の政令指定都市

その他都市

※稼働車両１，０００台あたりの件数※稼働車両１，０００台あたりの件数

（参考）特定指定地域（東京・大阪）におけるその他のタクシー運転者に対する措置（改正なし）

○適正化業務の実施
・タクシー事業者からの負担金により適正化事業実施機関（タクシーセンター）が適正化業務（運転者の指導、苦情処理等）を実施

○地理試験の合格
・運転者の登録に地理試験の合格（又は一定の運転経歴）が必要

タクシー事業の状況タクシー事業の状況タクシー事業の状況
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タクシー事業に係る輸送の安全及び利用者の利便を確保する観点から、タクシー事業の業務の一層の適正化を図るため、指定地域制度を利用者の利便のほか輸送の
安全を確保するためのものに改め、指定地域におけるタクシー運転者の登録制度の見直し及び講習制度の創設を行う等所要の措置を講ずる。

タクシー事業の状況
輸送の安全 利用者利便

○ 運転者に起因する重大事故や過労運転の件数の増加 ○ 乗車拒否、地理不案内、運賃不正収受等の苦情件数の増加

特に流し営業中心の地域において輸送の安全性・利用者の利便性の低下が懸念される状況

輸送の安全及び利用者の利便の向上、公正な競争の確保に向けた取り組み

○原則、無通告による監査実施、新規事業者への早期監査等の監査の充実（平成18年2月～）
○酒気帯び等の悪質違反に対する行政処分の厳格化（平成18年8月～）
○合同監査・監督の実施、相互通報制度の拡充など厚労省との連携強化（平成18年4月～）

事業者に対する措置

タクシー事業の業務の適正化、輸送の安全・利用者利便の確実な確保

タクシー運転者の登録を行う指定地域制度の見直しタクシー運転者の登録を行う指定地域制度の見直し
■指定地域の要件に、利用者利便に加え輸送の安全の観点を追加■

タクシー運転者の登録制度の見直しタクシー運転者の登録制度の見直し

【現行指定地域】

東京、大阪
【改正後指定地域（イメージ）】

東京、大阪、その他流し営業中心地域（主な政令指定都市等）

■運転者登録制度に、利用者利便に加え輸送の安全の観点を追加■

拡大（政令改正）

○登録の取消要件の見直し

【現行】 法令違反行為や著しく不適当な行為をしたとき等（乗車拒否、運賃の不正収受、悪質な客引き等）

【改正後】一定の重大事故（死傷者事故等）を引き起こしたときを追加

○登録運転者の講習受講命令制度の創設（業務の改善が必要な運転者に講習の受講を命令）

タクシー業務適正化特別措置法の改正タクシー業務適正化特別措置法の改正

○登録要件の見直し

【現行】 二種免許の保有等が必要

【改正後】輸送の安全、利用者利便に関する講習の修了を追加

運転者に対する措置

タクシー業務適正化特別措置法の一部を改正する法律タクシー業務適正化特別措置法の一部を改正する法律タクシー業務適正化特別措置法の一部を改正する法律
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５．柔軟で豊かな生活環境の創造

資料３：１０頁～１３頁関係
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建築物（不特定多数の者等が利用する建築物）
（旧ハートビル法に基づく認定件数の推移（利用円滑化誘導基準に適合））

バリアフリー化の進捗状況バリアフリー化の進捗状況バリアフリー化の進捗状況

旧ハートビル法に基づく認定件数の推移（平成１７年度末現在）
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（平成１９年５月３１日現在）受理状況
（四半期推移）

受理状況
（累計）

平成１３年度
計 １５基本構想

平成１４年度
計 ４７基本構想

平成１５年度
計 ６５基本構想

平成１６年度
計 ６２基本構想

平成１７年度
計 ４３基本構想

※利用者数5,000人／日以上の旅客施設が所在しない市町村の基本構想（１４件）を含む。

平成１８年度
計 ３７基本構想

旅 客 施 設 に お け るバ リア フリー化 の 推 移

28 .9%
33 .2%

39 .3%
44 .1%

48 .9%

56 .5%57 .2%

64 .3%
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82 .8%
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段差解消 視覚障害者誘導用ブロック 身体障害者用トイレ

（移動円滑化実績等報告による）
車両等におけるバリアフリー化の推移

32.1%

27.9%
23.7%

19.4%

14.8%
10.1%

13.8%

8.8%4.9%

18.0%
22.6%

28.1%

15.0%

2.2%3.9%

6.5%
9.3%

12.0%

8.0%
7.0%
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0.0% 0.7%12.5%

24.5%

32.1%
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47.0%
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鉄軌道 低床バス ノンステップバス 旅客船 航空機

（移動円滑化実績等報告による）

　目標

　　(100%）

(65%）

　　　目標

(50%）

(30%）

車両等総数（平成17年度末現在）
　鉄軌道　：　51,595両
　バ  ス  ：　57,739台
　旅客船　：　 1,131隻
　航空機  ：     483機
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従前のハートビル法と交通バリアフリー法を統合・拡充した法律（バリアフリー新法）が平成18年6月に制定、12月20日に施行。

旅客施設及び車両等
(福祉タクシーの基準を追加) 道 路 路外駐車場 都市公園

建築物
(既存建築物の基
準適合努力義務
を追加)

駐車場

病院

官公庁

自由通路

ハートビル法の対象（一定の建築物の新築
等）

追加・拡大される部分（既存の路外駐車場、公
園、建築物、施設間の経路等）

交通バリアフリー法の対象(旅客施設及びその

徒歩圏内の経路）

旅客施設を含まないエリア

商業施設

鉄道駅

バス車両

重点整備地区における移動等の円滑化のイメージ

路外駐車場、都市公園及びこれらに至る経
路についての移動等の円滑化を推進

旅客施設から徒歩圏外のエ
リアどり

福祉施設

駐車場

福祉施設

福祉施設

商業施設

建築物内部までの連続的な経
路を確保

官公庁

官公庁

駐車場

福祉施設

公園

○対象者の拡充
・身体障害者のみならず、知的・精神・発達障害者等全ての障害者が対象

○対象施設の拡充
・建築物、公共交通機関及び道路に加え、路外駐車場、都市公園、福祉タクシーを新たに追加

○基本構想の充実
・バリアフリー化を重点的に進める対象エリアを旅客施設を含まない地域にまで拡充

○基本構想策定の際の当事者参加
・協議会制度を法定化
・基本構想作成提案制度を創設

○ソフト施策の充実
スパイラルアップの導入
・関係者と協力して、バリアフリー施策の持続
的かつ段階的な発展を目指す

心のバリアフリーの促進
・ハード面での整備と併せて、国民の一人ひ
とりが、高齢者・障害者等の困難を自らの問
題として認識。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
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◇６５歳以上の高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率
①一定のバリアフリー化※１ ２.９％（Ｈ１５）→７５％（Ｈ２７）
②高度のバリアフリー化※２ ６.７％（Ｈ１５）→２５％（Ｈ２７）

※１ 一定のバリアフリー化：手すりの設置又は段差解消【高齢者の自立生活を前提】
※２ 高度のバリアフリー化：手すりの設置、段差解消及び車椅子通行可能な廊下幅【介護が必要な状況を前提】

現状と目標

目標達成に向けた主な施策

○優良住宅取得支援制度による住宅ローン金利の優遇
【予算額：500億円の内数（Ｈ19）】

住宅金融支援機構による証券化支援事業※において、バリアフ
リー性の優れた住宅の取得に対して金利を優遇（当初５年間金
利を０.３％引き下げ）。

○バリアフリー新法に基づく規制
2,000㎡以上の新築特別特定建築物に対して、移動等円滑化
基準への適合を義務付け。

◇2,000㎡以上の特別特定建築物※３の移動等円滑化基準適合率※４

３４％（Ｈ１６）→５０％（Ｈ２２）

※３ 特別特定建築物：不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者が利用する建築物
（病院、劇場、ホテル、老人ホームなど。）

※４ 階段・廊下等の滑り止めや点字ブロックの敷設、車椅子利用者用のトイレの設置等

○バリアフリー環境整備促進事業による補助
【予算額：210億円の内数（Ｈ19）】

バリアフリー新法による認定を受けた特別特定建築物につ
いて屋内外の移動システム整備等に要する費用の１／３を
補助。

（車椅子利用者用トイレ）

その他

（廊下幅の拡幅）

※ 民間金融機関による「長期・固定金利の住宅ローン」の供給を支援

予算制度

高齢者等が居住する住宅についてバリアフリー改修を行った場合、
①年末ローン残高の２％を５年間所得税額から控除
②固定資産税額を１年間１／３減額

○住宅のバリアフリー改修促進税制による支援

【バリアフリー改修工事の例】

（手すりの設置） （段差の解消）

【移動システム整備の例：エレベーターの設置】

住宅・建築物のバリアフリー化住宅・建築物のバリアフリー化住宅・建築物のバリアフリー化
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• ２００１年度以降、運輸部門からの排出量は減少傾向を示している。

• 貨物自動車は１９９６年度をピークにして減少、自家用乗用車は２００１年度をピークに減少
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250

-5.3%
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265 268
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18.1
％増

2005年度

○トラック輸送の効率化
・トラックの大型化や自営転換の進展

車両総重量24～25tの車両の保有台数
8万台(2002年度)→12万台（2005年度）

トラック全体に占める営業用トラック
の輸送量割合
77.2%（1997年度）→87.0%（2005年度）

○乗用車の燃費の改善
・トップランナー基準による燃費改善
・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果

低公害車登録台数は約1219万台。
自家用乗用車登録台数
約3500万台（1990年度末）

→ 約5710万台（2005年度末）
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-5.3%-5.3%

-5.7%-5.7%

+40.5%+40.5%

+15.5%+15.5%

+7.6%+7.6%

+21.8％
+1.2%

+9.5％+9.5％
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-2.4%-2.4%
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2005年度

○トラック輸送の効率化
・トラックの大型化や自営転換の進展

車両総重量24～25tの車両の保有台数
8万台(2002年度)→12万台（2005年度）

トラック全体に占める営業用トラック
の輸送量割合
77.2%（1997年度）→87.0%（2005年度）

○乗用車の燃費の改善
・トップランナー基準による燃費改善
・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果

低公害車登録台数は約1219万台。
自家用乗用車登録台数
約3500万台（1990年度末）

→ 約5710万台（2005年度末）

運輸部門におけるＣＯ２排出量運輸部門におけるＣＯ２排出量運輸部門におけるＣＯ２排出量
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交通円滑化対策交通円滑化対策

走行速度の向上により、燃料消費量が大幅に削減

※都市部（DID地区）平均走行速度約20km/h
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※例えば、都市部において走行速度が20kmから
60kmに向上した場合、燃料消費量が 約約44割削減割削減

我が国におけるCO2排出量に占める運輸部門の割合は約２割であり、その約９割が自動車交通からの
排出。このため、交通の流れを円滑化し走行速度の向上による燃費を改善することで、自動車からの
CO2排出量の削減を図るため、環状道路等幹線道路ネットワーク等を推進するとともに、高度道路交通
システムの（ITS）の推進等の交通流対策を推進。なお、環状道路等の道路整備については従来から進
めてきている施策として扱われており、京都議定書目標達成計画上2010年のCO2排出量算定の前提

（ＢＡＵ）とされている。

ＥＴＣＥＴＣによるCO2削減効果ＥＴＣＥＴＣによるCO2削減効果

◎ETCの活用により、料金所での一旦停止がなくなるとともに、
料金所付近の渋滞解消にも寄与する。
→２０１０年において２０万→２０１０年において２０万tt--COCO22の削減見込みの削減見込み

○高度道路交通システム（ITS）の推進
ETCの利用促進、VICSの普及促進 等

○自動車交通需要の調整
自転車利用環境の整備 等

○路上工事の縮減
共同溝の整備、集中工事・共同施工の実施等

約260万ｔ-CO2の削減見込み約30万ｔ-CO2の削減見込み 約50万ｔ-CO2の削減見込み

【京都議定書目標達成計画における交通流対策】

交通円滑化対策交通円滑化対策交通円滑化対策
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地域における交通環境改善の先導的事例を全国に拡大

◇環境的に持続可能な交通の実現を目指す先導的な地域を募集し、関係省庁、関係部局の連携により集中的に支援

◇モデル事業には、環境目標の設定・検証、取組効果の持続性の確保を求め、環境の観点から施策の効果を確保

◇ 自治体、地元経済界、交通事業者、道路管理者、警察関係者、ＮＰＯ等、地元の幅広い関係者が参加して事業を推進

環境改善目標の設定（CO2排出削減量等） 取組主体（事業者等）の継続的・自立的取組の確保

バスの活性化

ＬＲＴの整備・
鉄道の活性化
等

道路整備等

環 境 の 改 善

サービス改善
ＬＲＴプロジェクトの
推進

交差点改良等

違法駐車対策の
推進

公共交通機関の利用促進 自動車交通流の円滑化 歩行者・自転車対策

ICカードの導入
ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

オムニバスタウン

ＰＴＰＳ

地域の合意に
基づくﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ
ﾓｰﾙの導入

路上工事の縮減

バス専用・優先
レーン

低公害車の導入

低公害車等の
導入

CNGバスの導入

促進

関連の基盤整
備等

歩道、自転車道、
駐輪場等の整備

交通規制等

バス停改善

通勤交通
マネジメント

従業員のマイ
カー通勤の自粛
等

パークアンドラ
イド

低公害車両の優
遇ノンステップバス

共通ICカード

モデル事業のメニュー例

普及啓発
活動

広報活動の実
施

普及啓発

シンポジウム、
イベントの実施
等

交通結節点整備
ボトルネック踏切
の解消

LRTプロジェクトの推進 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ バス専用・優先レーン 歩道、自転車道の整備 CNGバス等の低公害車の導入

国土交通省の地球温暖化対策
（環境的に持続可能な交通（EST)の実現）

国土交通省の地球温暖化対策国土交通省の地球温暖化対策
（環境的に持続可能な交通（（環境的に持続可能な交通（EST)EST)の実現）の実現）
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海運グリーン化総合対策 トラック輸送の効率化 鉄道貨物へのモーダルシフト

約８０万tの削減約５１０万tの削減
○ インフラ整備、新型高性能

列車導入等の輸送力増強支援

○ 環境にやさしい鉄道貨物輸送
の認知度向上推進（エコレール
マークの普及・推進等）

これらの制度により、物流の効率化を総合的に促進

小口荷物積合せによるコンテ
ナ共同輸送方式の採用

荷主別ラックの活用とトラック
大型化により多数荷主の幹線
輸送を共同化

○ 車両の大型化、トレーラー化
○ 車両総重量：２４ｔ～２５ｔ

８万台（２００２年度）
→１１万台（２００４年度）

○ 営自率の向上
77.2%→86.1%

○ 積載効率の向上

グリーン物流パートナーシップ会議 省エネルギー法流通業務総合効率化法

約１４０万tの削減

スーパーエコシップ貨物船（１番船）「新衛丸」

○ 内航海運活性化によるモーダル
シフトの推進

○ 省エネ型船舶・設備の導入の支援

○ スーパーエコシップ等新技術の
開発・普及促進施策

国際貨物の陸上輸送距離削減

約１１０万tの削減

○国際海上コンテナターミナル等
の整備

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km

製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km

製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート

港湾の適正配置による陸上輸送距離の低減

国土交通省の地球温暖化対策（物流の効率化）国土交通省の地球温暖化対策（物流の効率化）国土交通省の地球温暖化対策（物流の効率化）
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住 宅

改正省エネ法（改正省エネ法（H11H11、、H1H1４、４、H1H1７）７）

住宅ローンの優遇による誘導
地域住宅交付金の活用
環境共生住宅市街地モデル事業 等

住宅性能表示制度の普及推進

先導的技術開発の支援

日本政策投資銀行の融資、税制等による支援

総合的な環境性能評価手法（ＣＡＳＢＥＥ）の開発・普及

法律法律

性能評価性能評価

融資・補助融資・補助

技術開発技術開発

建築物の省エネルギー措置の具体例

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

◇日射量のコントロール

◇空気調和・換気設備
・空調部分の個別コントロール

→ 使用していない部分の

空調は行わない
・配管の断熱

◇給湯設備
・ 省エネ型機器の採用

・ 配管の断熱

◇エレベーター
省エネ型機器の採用

◇照明
・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱

ルーバー（日よけ）

室内側屋外側

日射 日射量カット

熱ロス 大 熱ロス 小

断熱材熱

ダクト

EV

機械室

建築物の省エネルギー措置の具体例

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

◇日射量のコントロール

◇空気調和・換気設備
・空調部分の個別コントロール

→ 使用していない部分の

空調は行わない
・配管の断熱

◇給湯設備
・ 省エネ型機器の採用

・ 配管の断熱

◇エレベーター
省エネ型機器の採用

◇照明
・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱

ルーバー（日よけ）

室内側屋外側

日射 日射量カット

熱ロス 大 熱ロス 小

断熱材熱

ダクト

EV

機械室

建築物の省エネルギー措置の具体例

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

◇日射量のコントロール

◇空気調和・換気設備
・空調部分の個別コントロール

→ 使用していない部分の

空調は行わない
・配管の断熱

◇給湯設備
・ 省エネ型機器の採用

・ 配管の断熱

◇エレベーター
省エネ型機器の採用

◇照明
・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱

ルーバー（日よけ）

室内側屋外側

日射 日射量カット

熱ロス 大 熱ロス 小

断熱材熱

ダクト

EV

機械室

建築物の省エネルギー措置の具体例

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

◇日射量のコントロール

◇空気調和・換気設備
・空調部分の個別コントロール

→ 使用していない部分の

空調は行わない
・配管の断熱

◇給湯設備
・ 省エネ型機器の採用

・ 配管の断熱

◇エレベーター
省エネ型機器の採用

◇照明
・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱

ルーバー（日よけ）

室内側屋外側

日射 日射量カット

熱ロス 大 熱ロス 小

断熱材熱

ダクト

EV

機械室

＜実現のための施策＞

建築物の省エネルギー対策により、2010年において

建 築 物

住宅の省エネルギー対策により、2010年において

グリーン庁舎の整備等 公共建築物公共建築物

断熱工事とする部分断熱工事とする部分断熱工事とする部分断熱工事とする部分

◇天井の断熱
断熱材（グラスウール）
（厚さ180mm以上）

（東京における木造戸建住宅の仕様例）
住宅の次世代省エネ基準（現行）

◇窓の断熱

複層ガラス

複層ガラス複層ガラス複層ガラス

◇その他
気密性に関する基準
日射の進入の防止に関する基準等

◇外壁の断熱
断熱材（グラスウール）
（厚さ100mm以上）

約850万ｔ-CO2の削減見込み 約2,550万t-CO2の削減見込み

○一定規模以上の住宅・建築物の新築・増改築、大規模修繕等の際の省エネ措置の届出義務（H14、H17年）

○省エネ基準の強化（H11年）

住宅・建築物の省エネ性能の向上住宅・建築物の省エネ性能の向上住宅・建築物の省エネ性能の向上
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６．国土形成計画の策定

資料３：１４頁関係
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１）人口減少が国の衰退につながらない国土づくり
・人口減少下における初めての国土計画
・人口減少・高齢化の中でも、高質な公共サービスの提供、生活環境

の維持が図られる方策を示す

２）東アジアの中での各地域の独自性の発揮
・空間的視野を東アジアまで拡げた初めての計画
・東アジアの中での地域の個性と魅力、国際機能等を捉え直す

３）地域づくりに向けた地域力の結集
・行政のみならず、多様な民間主体を担い手として位置付ける
・これらの主体が、従来の公の領域に加え、公と私の中間領域で協

働することを期待（「新たな公」）

４）多様で自立的な広域ブロックからなる国土
・以上を実現するため、広域ブロックを単位とする自立的圏域の形成

という国土構造構築の方向性を示す
・これにより人々の圏域意識の拡大を目指す

中間とりまとめの特徴（４つのポイント）

○国土形成計画（全国計画）の策定に向けた検討を進めてきた国土審議会計画部会が、これまでの検

討結果をとりまとめたもの（平成１８年１１月に国土審議会へ報告）。

○計画部会として、本中間とりまとめを契機として、広域地方計画の策定関係者をはじめ国民各層に

おける活発な議論が行われることを期待。

《中間とりまとめの構成》

はじめに

第１ 時代の潮流と国土政策上の課題

第２ 新しい国土像

第３ 計画のねらいと戦略的取組

第４ 計画の実現に向けて

第５ 国土利用計画の策定

おわりに

国土審議会計画部会

部会長：
森地 茂 政策研究大学院大学教授

部会長代理：
奥野信宏 中京大学総合政策学部長

国土審議会計画部会中間とりまとめについて国土審議会計画部会中間とりまとめについて国土審議会計画部会中間とりまとめについて
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（％）
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減少

減少

減少

（1990年）

大洋州
3%

中南米
4%

西欧
22%

北米
34%

アジア
31%

中東
3%

アフリカ
2%中東欧・ロ

シア等
1%

（2005年）

中東
3%

アフリカ
1%中東欧・ロ

シア等
2%

西欧
15%

北米
24%

アジア
48%

中南米
4%

大洋州
3%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

98 99 00 01 02 03 04 05 06 (年)

29,203法人

○本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進展

経済社会情勢の大転換

○安全・安心、環境や美しさ、文化に対する国民
意識の高まり

国民の価値観の変化・多様化

○情報通信技術の発達

○グローバル化の進展と東アジアの経済発展
我が国の地域別輸出シェアは2003年以降アジア地域が欧米を上回る

【インターネット利用者数・人口普及率】

1997年 1,155万人（9.2％）

→ 2005年 8,529万人（66.8％）

○ライフスタイルの多様化、
「公」の役割を果たす主体の成長

認証ＮＰＯ法人数（累計）

※特定非営利活動促進法に基
づいて申請し、認証されたＮ
ＰＯ法人の数（累積件数）。

（注）2006年は10月末時点。そ
の他は各年12月末時点。

（出典）内閣府ホームページ

（出典）財務省「貿易統計」
をもとに国土交通省国土
計画局作成

【携帯電話加入者数】

1997年 3,153万人

→ 2005年 9,179万人
（出典）平成18年版

情報通信白書

日本の国や国民について誇りに思うこと

（出典）内閣府
「社会意識に
関する世論
調査」をもと
に国土計画
局作成

我が国の将来人口及び高齢化率の推計

（注）「希望を反映した人口試算」とは、
上記特別部会において公表され
た人口試算をいい、2040年（1990
年生まれの女性が50歳になる年）

までに結婚、出産に関する希望が
実現し、合計特殊出生率が1.75
（生涯未婚率10％未満、夫婦完結
出生児数2.0人以上）まで回復す
ると仮定し試算された人口である。
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0

5
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25

30

35

40

452005年
12,777万人

20.2％

26.9％

29.2％
31.8％

40.5％

9.1％

13.1％
15.3％

19.7％
26.5％

総人口

後期高齢化率

高齢人口（65歳～）

後期高齢人口（75歳～）

2030年
11,522万人

（百万人） （％）

2020年
12,274万人

高齢化率

2015年
12,543万人

35.1％

2055年
8,993万人

23.0％

希望を反映
した人口試算

中位推計

10,391万人

（出典）国立社会保障・
人口問題研究所「日本
の将来推計人口」（平
成18年12月推計）（中

位推計）及び厚生労働
省社会保障審議会人
口構造の変化に関す
る特別部会「出生等に
対する希望を反映した
人口試算」をもとに、
国土交通省国土計画
局作成

時代の潮流と国土政策上の課題①時代の潮流と国土政策上の課題①時代の潮流と国土政策上の課題①
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東 北 圏
16.3万 人
（４．５倍 ）

北 海 道
7.9万 人

（６．２倍 ）

北 陸 圏
6.1万 人

（５．２倍 ）

中 国 圏
18.9万

（４．５倍 ）

近 畿 圏
252.1万 人
（２．０倍 ）

中 部 圏
118.3万 人
（２．７倍 ）

四 国 圏
3.9万 人

（８．３倍 ）

沖 縄 県
4.7万 人

（１．３倍 ）

九 州 圏
90.1万 人
（１．９倍 ） 首 都 圏

574.0万 人
（２．２倍 ）

○人と国土のあり方の再構築
・人口減少を機に国土のひずみの解消・質の向上等を図るべき
・誰もが住んでみたい、訪れてみたいと思う「日本ブランドの国土」
の形成

○一極一軸型国土構造の現状
・引き続く東京・太平洋ベルトへ

の人口・諸機能の集中
・新たな成長戦略の必要性

○地域の自立に向けた環境の進展
・各広域ブロックは、欧州中規模国並みの人口等の集積
・東アジアとの直接交流機会の増大
・県境を超える課題の増加

首都圏への中枢的な産業関連機能の集中
（カッコ内は全国に占める割合）

各広域ブロックからアジア向けの日本人出国者
（カッコ内は平成元年との比）

（注）数値は平成17年。法務省「出入国管理統計」、国土交通

省「国際航空旅客動態調査」より推計

国土をめぐる状況

63万9千人

（62.0％）
情報サービス・調査、広告業従
業者（2004年）

情報機能

4,231社

（60.3％）
資本金10億円以上の本社数
（2004年）

業務管理
機能

206兆円

（52.4％）
国内銀行貸付残高(2005年）金融機能

９２４ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ３，５７４スイス
９７９ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ３，９０２東北圏

１，１５０北陸圏４，０７０九州圏
１，２５０四国圏５，７９０オランダ
１，８１６ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ６，７７９中部圏
１，８１７北海道６，７９７韓国
１，８５９ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ７，４２２近畿圏
２，４１４デンマーク９，９１７カナダ
２，６８３中国圏１７，５５８首都圏
２，９２３ｵｰｽﾄﾘｱ２０，４６７フランス
３，４６４ｽｳｪｰﾃﾞﾝ２１，３３１イギリス
３，５２６ベルギー４５，８８２日本

ＧＤＰ
（名目、億米＄）

国名ＧＤＰ
（名目、億米＄）

国名

広域ブロックと各国のＧＤＰの比較（2004年）

（注）内閣府「平成16年度県民経済計算」、「世界の統計2006」をもとに国土交通省国土計画局作成。
なお、為替レートは「世界の統計2006」のドル円レート暦年値により換算している。

（出典）日本銀行「金融経済月報」、国税庁「国税庁統計年報」、総務
省「事業所企業統計調査」をもとに国土交通省国土計画局作成

（出典）総務省「住民基本台帳移動報告」を元に、国土交通省国土計画局作成
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（
万
人

）

北海道 東北圏 首都圏 北陸圏 中部圏

近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏 沖縄

首都圏
10.8万人

首都圏への人口流入は1990年代後半以降再び増加

転
入
超
過
数
（万
人
）

時代の潮流と国土政策上の課題②時代の潮流と国土政策上の課題②時代の潮流と国土政策上の課題②
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広域ブロックの自立促進に向けた支援

○広域地方計画策定に向けた課題の提示等
○官民による地域戦略を支え実現するための支援等、

国としての支援の枠組みの検討

○自然的条件等による不利性の大きな地域への後押し

このような国土構造の構築により、「国としての厚み」
を増し、これからの時代にふさわしい国土の均衡あ
る発展を実現

国土構造構築の方向性

○各広域ブロックが、東アジア各地域との競争・連携
も視野に入れつつ、地域資源を活かした特色ある
地域戦略を描き、東京に過度に依存しない自立的な
圏域を形成

○これらのブロックが相互に交流・連携し合うことで活力ある
国土を形成

○国土のひずみの解消・質の向上等を図り、安全で美しい
国土を再構築

○ブロック内では、成長のエンジンとなる都市・産業を強化、
各地域が多様な地域特性を発揮するとともに、
生活圏域を形成

社会経済情勢の大転換
国民の価値観の

変化・多様化
国土をめぐる状況

新しい国土像～多様な広域ブロックが自立的に発展する国土～新しい国土像～多様な広域ブロックが自立的に発展する国土～新しい国土像～多様な広域ブロックが自立的に発展する国土～
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グローバル化や人口減少に対応する国土の形成 安全で美しい国土の再構築と継承

○東アジア諸国との相互依存関係の深まりの中、各分

野での交流・連携を強化する。

○そのためのヒト・モノ・情報の迅速かつ円滑な流れ

（シームレスアジア）の実現を目指す。

○災害リスクの増加、コミュニティの弱体化等が予想さ

れる中、すべての人に安全・安心な生活が保障され

た災害に強いしなやかな国土の形成を図る。

○行政だけでなく多様な民間主体を地域づくりの担い手と

捉え、従来の公の分野に加えて公と私の中間的な領域

の活動を拡げるという考え方（「新たな公」）を基軸とした

施策展開を図る。

横断的視点

（１）シームレスアジアの実現

（２）持続可能な地域の形成

（３）災害に強いしなやかな国土の形成

（４）美しい国土の管理と継承

（５）｢新たな公｣による地域づくり

○人口減少局面での持続可能な地域形成に向けて、拡

散型都市構造の是正を目指す。

○各地域が、そこにしかない価値に目を向け、地域資源

の活用や人材誘致・交流の促進を図る。

○国民の環境保全への関心の高まりを捉え、循環と

共生を重視した国土管理を進める。

○アジアの成長に伴う食料・森林資源等の需要の高

まりを見越し我が国の自給能力を向上。

新しい国土像実現のための戦略的取組新しい国土像実現のための戦略的取組新しい国土像実現のための戦略的取組
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○広域地方計画協議会を組成
・国、地方公共団体、経済団体等が対等な立場で、役割
分担し、連携・協力

○広域地方計画協議会で計画案を検討
・地域自らが将来の姿を考え、共有
・地域自らによって施策の「選択と集中」を行う

○「広域の見地」から必要な施策を明示

関係者が
適切な役割分担の下、

責任をもって計画を推進
（協議会構成員には協議結果の尊重義務）

広域地方計画

地域の将来像を地域自らが考え、
地域の課題を地域自らの手で解決していく

政策ツール

計画部会中間とりまとめにおける記述

【広域地方計画策定に向けて】

○各ブロックにおいて、全国画一ではない、独自

性のある地域戦略を描くことができるかどうか

が極めて重要。

○各省・地方自治体・経済界などの参画の下、

広域地方計画の策定に向けた各広域ブロック

での議論を早急に開始すべき。

各ブロックで検討すべき課題項目

①国土における自らのブロックの位置づけと東
アジアの中での独自性の発現

②各ブロックの特性を踏まえた域内の各都市や
地域の連携方策のあり方

③全国共通の課題に対するブロック独自の対
応策

④ブロック固有の課題への取組

⑤独自の地域戦略に基づく重点的・選択的な資
源投入

広域地方計画の策定に向けて広域地方計画の策定に向けて広域地方計画の策定に向けて

４８



７．今後の社会資本整備

資料３：１５頁～１７頁関係
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道 路道 路

港 湾港 湾

河 川河 川

空 港空 港

下水道下水道

住 宅住 宅

環状道路の整備率
東京：４０％
ワシントンＤＣ：１００％

環状道路の整備率
東京：４０％
ワシントンＤＣ：１００％

３，０００ｍ級滑走路
東京圏：３本
ニューヨーク：５本

３，０００ｍ級滑走路
東京圏：３本
ニューヨーク：５本

河川整備率
荒川：約４５％

（１回／２００年）
テムズ川：１００％

（１回／２００年）

河川整備率
荒川：約４５％

（１回／２００年）
テムズ川：１００％

（１回／２００年）

下水道普及率
処理人口 高度処理人口

日本： ６９％ １４％
ドイツ： ９５％ ８１％

下水道普及率
処理人口 高度処理人口

日本： ６９％ １４％
ドイツ： ９５％ ８１％

戸当たり床面積
全体 借家

日本： ９５㎡ ４６㎡
ドイツ： ９５㎡ ７６㎡

戸当たり床面積
全体 借家

日本： ９５㎡ ４６㎡
ドイツ： ９５㎡ ７６㎡

経済のグローバル化が進展する
中で円滑な物流や人流を確保し、
国際競争力を維持・向上させて
いくためには、いまだ不十分な水
準。

経済のグローバル化が進展する
中で円滑な物流や人流を確保し、
国際競争力を維持・向上させて
いくためには、いまだ不十分な水
準。

国
際
競
争
力

生

活

安

全

我が国は災害に対して脆弱な国
土であるにも関わらず、諸外国と
比べ、河川の整備等に遅れ。

我が国は災害に対して脆弱な国
土であるにも関わらず、諸外国と
比べ、河川の整備等に遅れ。

全体としてはおおむねヨーロッパ
並みの水準に達してきた施設等
についても、個別に見るといまだ
課題が存在。

全体としてはおおむねヨーロッパ
並みの水準に達してきた施設等
についても、個別に見るといまだ
課題が存在。

コンテナターミナルの規模
面積 バース数（16m水深）

横浜港： ３５ｈａ ２バース
シンガポール港： １７７ｈａ １３バース

コンテナターミナルの規模
面積 バース数（16m水深）

横浜港： ３５ｈａ ２バース
シンガポール港： １７７ｈａ １３バース

５０
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（直近１０年間での比較）

○ 諸外国と比べ、道路延長、環状道路の整備が不十分。道 路

①主要都市の環状道路

整備率

環状道路内 の人口

861万人

84%

整備率：２００６年時点
人口：１９９９年時点

整備率：２００７年時点
人口：２００５年時点

ロンドン

整備率

環状道路内 の人口

906万人

100%

整備率：２００３年時点
人口：２００４年時点

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

整備率

環状道路内 の人口

1,030万人

96%

パリ

ワシントンＤＣ

環状道路内 の人口

57万人

100%整備率

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

整備率

環状道路内 の人口

405万人

87%

北京

整備率：１９９８年時点
人口：２０００年時点

ソウル

環状道路内 の人口

2,857万人

40%整備率

これまでの
供用延長

（km ）
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①主要都市の環状道路

整備率

環状道路内 の人口

861万人

84%整備率

環状道路内 の人口

861万人

84%

整備率：２００６年時点
人口：１９９９年時点

整備率：２００７年時点
人口：２００５年時点

ロンドン

整備率

環状道路内 の人口

906万人

100%整備率

環状道路内 の人口

906万人

100%

整備率：２００３年時点
人口：２００４年時点

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

整備率

環状道路内 の人口

1,030万人

96%整備率

環状道路内 の人口

1,030万人

96%

パリ

ワシントンＤＣ

環状道路内 の人口

57万人

100%整備率

環状道路内 の人口

57万人

100%整備率

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

整備率

環状道路内 の人口

405万人

87%整備率

環状道路内 の人口

405万人

87%

北京

整備率：１９９８年時点
人口：２０００年時点

ソウル

環状道路内 の人口

2,857万人

40%整備率

環状道路内 の人口

2,857万人

40%整備率

これまでの
供用延長

（km ）

②高速道路の年平均整備量

360

257

103
146

0

100

200

300

400

アメリカ フランス ドイツ 中国 日本

3886

1000

2000

3000

4000

（km/年）

91,420 10,843 12,174 41,005 7,389

360

257

103
146

0

100

200

300

400

アメリカ フランス ドイツ 中国 日本

3886

1000

2000

3000

4000

（km/年）

91,420 10,843 12,174 41,005 7,389

東京
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小洋山港区

小洋山中港区

小洋山島

各国の水深１６ｍ級の岸壁の供用・計画の状況

※国土交通省港湾局調べ（2006年4月時点）

0 500 1,000m0 500 1,000m

（単一オペレーターの運営による区画を赤枠で表示）

コンテナターミナルの大水深岸壁の整備状況

横浜港
南本牧ふ頭

5基（22列対応）ガントリークレーン

35haターミナル面積

-16.0m水深

700mバース

ロッテルダム港
デルタターミナル

28基（18列以上対応）ガントリークレーン

236haターミナル面積

-16.6m水深

3,600mバース

シンガポール港
パシールパンジャンターミナル

49基（18列以上対応）ガントリークレーン

177haターミナル面積

-16.0m水深

4,630mバース

ロングビーチ港
Pier T

14基（18列以上対応）ガントリークレーン

140haターミナル面積

-15.2m水深

1,524mバース

上海港 洋山コンテナターミナル

国名 港名
供用中

（バース数）
計画、構想
（バース数）

合計
（バース数）

日本 3 6 9 1,578 (4)

東京 1 1 360

横浜 2 2 4 273

名古屋 1 1 2 231

大阪 1 1 180

神戸 1 1 188

韓国 9 48 57 1,511 (5)
中国 18 112 130 8,855 (1)
台湾 5 5 1,279 (7)

シンガポール 13 17 30 2,319 (3)

アメリカ 5 3 8 3,852 (2)

フランス 12 12 384 (21)

ベルギー 19 5 24 789 (14)

オランダ 11 11 952 (11)

ドイツ 14 14 1,351 (6)

スペイン 12 9 21 917 (12)

コンテナ取扱量
（2005年、万TEU）

（ ）内はコンテナ取扱量ランキング

28基（18列以上対応）ガントリークレーン

-ターミナル面積

-16.5m水深

3,000mバース

コンテナターミナルの規模 （同縮尺で比較）

計画地

港 湾 ○ アジア域内における港湾間競争が激化する中、我が国港湾の規模・規格は不十分。
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供用中の滑走路

整備中の滑走路
（’08年までに整備予定）

出典） 滑走路については「エアポートハンドブック２００７」等
人口については「人口推計年報」、「The Ｗｏｒｌｄ Gazetteer」及び

「世界の統計２００６」
旅客数・発着回数については「ＡＣＩデータ２００５」

関 空

中 部

伊 丹

神 戸

ロンドン
3,000m級滑走路＝４本

ﾋｰｽﾛｰ

ｶﾞﾄｳｨｯｸ

ｽﾀﾝｽﾃｯﾄﾞ

３，１５９ｍ

３，０４８ｍ

ﾙｰﾄﾝ ２，１６０ｍ

パ リ
3,000m級滑走路＝４本

ｼｬﾙﾙ･
ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

４，２１５ｍ

４，２００ｍ

２，７００ｍ

２，７００ｍ

ｵﾙﾘｰ
３，６５０ｍ

３，３２０ｍ

２，４００ｍ

ニューヨーク
3,000m級滑走路＝５本

J.F.ｹﾈﾃﾞｨ ３，４６０ｍ

４，４４３ｍ

３，０４８ｍ

２，５６０ｍ

ﾆｭｰｱｰｸ
３，３５２ｍ

３，０４１ｍ

２，０７２ｍ

ﾗｶﾞｰﾃﾞｨｱ

４，０００ｍ

３，５００ｍ

３，０００ｍ

１，８２８ｍ

関 西 圏
3,000m級滑走路＝２本

ﾛﾝﾄﾞﾝｼﾃｨｰ １，２００ｍ２，０８９

３，４５３

１，０５１

２，４０２

２３４

１，１１７ １，２０７

７３６
４７１

１３９

２，８７９
７，２３２

３，０２３

１０，２５５ １，１５３

１，２５２

１３，３５５

１１，８０６

１，５４９

１，０５０

名古屋 ２，７４０ｍ
１，１６３

７，８３３

６，０８４

７３７

１，７４９

人口
（万人）

旅客数
（万人）

発着回数
（千回）

国内線

国際線中 部 圏
3,000m級滑走路＝１本

３，５００ｍ

人口：大阪、京都、兵庫、奈良、
和歌山、滋賀

人口：愛知、岐阜、三重

２，１３３ｍ

２，１３３ｍ

２，５００ｍ

成 田
４，０００ｍ

羽 田
３，０００ｍ
３，０００ｍ
２，５００ｍ

東 京 圏
3,000m級滑走路＝３本

（2,500）

３，４２０

９，１４５

４９４

２，８２０

６，３２５

人口：東京、神奈川、千葉、埼玉

※’０７年８月２日限定供用開始予定

※’１０年末までに整備予定

浦 東

虹 橋

１，４５６

３７１

１，４８７

２，６７８

４，１３４

４，０００ｍ

３，８００ｍ

３，４００ｍ

３，４００ｍ

※’０８年までに整備予定

２５６

ソウル
3,000m級滑走路＝４本

２，２１７

３，９５０

１，２９６

２，６５４

金 浦 ３，６００ｍ

３，２００ｍ

仁 川

３，７５０ｍ

３，７５０ｍ

４，０００ｍ ※’０８年までに整備予定

上 海
3,000m級滑走路＝３本

２５６

※’０９年度末までに整備予定

３，９０１ｍ

３，６５８ｍ

３，３００ｍ

※’１０年までに整備予定

計画中の滑走路

４，０００ｍ

３，８００ｍ

３，８００ｍ

２，５００ｍ

２，１８０ｍ

整備中の滑走路
（’09年以降の整備予定）

空 港 ○ 諸外国と比べて比較的大きな後背圏人口や旅客数を有しているにもかかわらず滑走路本

数が少ない。

５３



○ 諸外国と比べ、河川整備率は不十分。

河 川 鉄 道

○ 諸外国と比べ、高速鉄道の路線延長は不十分。

河川の整備率

日 本

（荒川）

オランダ

（高潮計画）
完成（1985年）

完成

整備率88.5％（2003年）

整備率 約45％(2004年)

イギリス

（テムズ川）

アメリカ

（ミシシッピー川）

1回/200年 1回/500年 1回/1,000年 1回/10,000年

0 50 100 150 200

日本

フランス

スペイン

ドイツ

（日本を100としたときの指数）

※高速鉄道・・・最高時速２５０ｋｍ以上の鉄道（日本は新幹線）

一人当たりの高速鉄道の路線延長

計画規模
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○ 下水道普及率は諸外国なみになったが、高度

処理人口普及率は不十分。

下水道 公 園

○ 東京の公園面積は極めて小さい。

住 宅 ○ 戸当たり床面積は、持家と借家の平均でみると欧米水準なみとなっているが、借家

は低水準。

ロンドン
（１９９７）

ベルリン
（１９９５）

パリ
（１９９４）

ニューヨーク
（１９９７）

東京２３区
（２００５）

25.3
27.4

11.8

29.1

2.9
0

10

20

30
（㎡） 一人当たり公園面積

処理人口 高度処理人口（％）

69

86 81
74 71

14

81 81
88

34
27

95
97

30

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

日本
2005

スウェーデン
2000

フィンランド
2001

ドイツ
2001

カナダ
1999

アメリカ
1996

イギリス
2000

95

148

87
95 97

124

157

95

124
114

46

113

75 76 76

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

日本

('03)

アメリカ

('01)

イギリス

('01)

ドイツ

('98)

フランス

('02)

全体

持家

借家

(㎡)

〈資料〉
日本：平成15年住宅・土地統計調査
アメリカ：American Housing Survey for the United 
States 2001 
イギリス：English Housing Condition Survey2001 
（データはイングランド）
フランス：enquete Logemant 2002, insee
ドイツ：Federal Statistical Office Germany2002（デー

タは1998）

戸当たり床面積の国際比較
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0

0

0

0

0

0

0

10年前 現状 10年後 20年後

建設後50年以上の橋梁数

橋
梁

数

4,539

国道

地方道

約約 ３倍３倍

約約 ８倍８倍

（1995） （2005） （2015） （2025）

8,191

26,050

63,494

○ これまで蓄積されてきた社会資本ストックの老朽化が急速に進み、維持管理・更新投資の増大は必至。

○ 適切な維持管理・更新投資を確保し、施設の機能の確保を図ることが重要。

※ 対象：15ｍ以上の橋梁 約14万橋

架設から約８０年が経過し、老朽化が著しく進行した新宿跨線橋

※新宿駅南口地区基盤整備事業の一環として、架替工事中

健全度

経年

補修補修

補修

補修

延命化

適切な維持管理によりライフサイクルコストを縮減

6
5
4
3
2
1
0

(万橋)

施設の老朽化に対応した維持管理・更新投資の必要性施設の老朽化に対応した維持管理・更新投資の必要性施設の老朽化に対応した維持管理・更新投資の必要性
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維持管理・更新投資の見通し

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

65 70 75 80 85 90 95 00 05 10 15 20 25 30

（年度）

（
兆

円
）

維持管理費 更新費 災害復旧費 新設（充当可能）費

○ 今後着実な増加が見込まれる維持管理・更新費について、２通りのケースを想定し推計。

○ 投資可能総額が現状維持となる場合（ケース１）では、 ２００４年度と２０３０年度を比較すると、維持管理・

更新費の合計額が投資可能総額に占める割合が年々増大（約３１％→約６５％）し、新設充当可能費が減少

（約６５％→約３１％）する。

○ 投資可能総額が年々削減される場合（ケース２）では、投資可能総額が不足し、災害復旧や更新ができなく

なるなど、既存社会資本の利便性・安全性等の確保にも困難が生じる。

※ この見通しは、耐用年数の経過時に施設を更新するという前提で機械的に試算したもの。

更新できない部分

ケース１ （対前年比±０％） ケース２ （国：対前年比マイナス３％、地方：対前年比マイナス５％）

○国土交通省所管の社会資本８分野（道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、下水道、都市公園、治水、海岸）を対象に、今後２５年間の維持管理・更新費を推計した。

○推計に際しては、今後の投資可能総額の伸びについて、以下のとおりの２つのケースを設定した。

（ケース１）投資可能総額の伸びが、２００５年度以降対前年比±０％の場合

（ケース２）投資可能総額の伸びが、国が管理主体の社会資本については、２００５年度以降対前年比マイナス３％、

地方が管理主体の社会資本については、２００５年度以降対前年比マイナス５％ の場合

維持管理・更新投資の見通し

0

2

4

6
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16
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65 70 75 80 85 90 95 00 05 10 15 20 25 30

（年度）

（
兆

円
）

維持管理費 更新費 災害復旧費 新設（充当可能）費

老朽化により増大する維持管理・更新費老朽化により増大する維持管理・更新費老朽化により増大する維持管理・更新費
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（１）職員の意識改革
・ コンプライアンス専門の研修を実施
・ 談合に関わった場合の懲戒処分、損害賠償請求について

周知徹底

（２）職員からの通報制度の整備

（３）外部からの不当な働きかけの報告・記録･公表

（４）工事発注組織の見直し
・ 異職種職員を組み合わせた人事配置、同一職での長期

従事の抑制

（５）関与職員に係る処分基準の明確化、損害賠償の請求

１．コンプライアンスの徹底

（１）建設業法の営業停止処分の強化
代表役員が独禁法・刑法談合の刑事罰を受けた場合

の営業停止期間を、法律上の上限である１年に。
また、その他の場合の営業停止期間も倍増するととも

に、地域限定を廃止。

（２）指名停止措置の強化
国交省が行う指名停止期間を1.5倍とし、最長期間を２

年から３年に延伸。

３．ペナルティの強化

（１）多様な発注方式の採用
特殊性を有する工事の態様に応じて

・本体と水門設備とを一体で発注
・詳細設計と施工とを一括で発注 等を導入

（談合の温床とされる設計業務への不明瞭な協力を排除）

（２）一般競争方式の対象工事の拡大
（従前) ２億円以上
→（拡大）＜水門設備＞(H19年度当初から)原則すべて

＜その他＞ (H19年度中) １億円以上※

(H20年度中) 6000万円以上※

※ 災害復旧工事を除く。これ未満の工事でも積極的に試行。

２．競争性･透明性等の向上のための入札方式の改善

従前の自粛措置に加えて、今般の水門設備工事に係る談
合事件に関与した企業や今後同様な事件が生じた場合にそ
れに関与した企業については、当該企業においてコンプライ
アンスが確立したと認められるまでの間、退職後の年数を問
わず、国土交通省退職者の就職について自粛。

（参考）従前の自粛措置

・ 指定職経験者は、退職後５年間は、国交省発注の公共
工事の受注実績のある企業への再就職は自粛

・ 国交省発注の公共工事の受注実績のある企業においては、
退職後５年間経過していない国交省退職者を新たに営業担当
部署に就任させないよう要請

４．再就職の見直し

平成19年６月１８日

５．公共工事における品質の確保

（１）総合評価方式の拡充や入札ボンドの導入等による
不良不適格業者の排除

（２）工事の監督・検査の強化（施工プロセスの常時監視
など）

水門談合事件を受けた国土交通省の改善措置要求＜骨子＞平成19年6月18日水門談合事件を受けた国土交通省の改善措置要求＜骨子＞水門談合事件を受けた国土交通省の改善措置要求＜骨子＞平成平成1919年年66月月1818日日
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８．イノベーションの推進

資料３：１８・１９頁関係
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新産業・サービスの創出 安全・安心な社会

○○駅
＊＊

□□町

△△町

ヒト・モノ・クルマの
流れの円滑化

地域の活性化 教育・研究開発国土監視

自動観光案内

ユニバーサル社会

観 光

沖ノ鳥島

誰でも自由に行動

ICTを使った授業・研究の高度化

渋滞

流れを円滑にサポートするICT

ICTを使った住民参画社会の構築

国境監視・国土の記録

災害対策本部

現地の活動等状況に基づき支援・調整

オープンでユニバーサルなオープンでユニバーサルな
共通基盤共通基盤

携帯電話で飲食店案内

イノベーションのブレイクスルーとなる共通基盤のイメージイノベーションのブレイクスルーとなる共通基盤のイメージ

６０



ＩＣタグなどのユビキタス情報基盤を整備することにより、｢移動経路｣ ｢交通手段｣ ｢目的地｣「観光情報」「周

辺施設情報」など、あらゆる場面においてその場で必要な情報につき、 ｢いつでも、どこでも、だれでも｣アク

セスできるユビキタスな環境を構築する。これにより、誰もが持てる力を発揮し、支え合ってつくる｢ユニバー

サル社会｣を実現させる。

ＩＣタグなどのユビキタス情報基盤を整備することにより、｢移動経路｣ ｢交通手段｣ ｢目的地｣「観光情報」「周

辺施設情報」など、あらゆる場面においてその場で必要な情報につき、 ｢いつでも、どこでも、だれでも｣アク

セスできるユビキタスな環境を構築する。これにより、誰もが持てる力を発揮し、支え合ってつくる｢ユニバー

サル社会｣を実現させる。

１．１．いつでも、どこでも、だれでもいつでも、どこでも、だれでも、その場で必要な、その場で必要な情報にアクセスできる社会の実現情報にアクセスできる社会の実現

～～自律移動支援プロジェクトの推進自律移動支援プロジェクトの推進～～

施策のイメージ

観光観光
多言語によ
る観光情報
の提供

Hozo-mon.
Senso-ji Temple’s 
main gate which…

店舗情報店舗情報
地域情報地域情報

○○店です。
現在タイムバー
ゲン実施中。

現在地は
神戸市中央区
京町○丁目です。

情報提供情報提供

身体的特徴に
あわせて
移動経路等の
情報を提供
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２．防災先進社会の構築２．防災先進社会の構築

ＩＣＴ技術を利活用し、災害の高精度予測や常時監視、迅速な対応を可能とするとともに、防災・災害情報を、分かり
やすく一元的に国民に提供する体制を確立し、災害への備えが万全な防災先進社会を構築。

ＩＣＴ技術を利活用し、災害の高精度予測や常時監視、迅速な対応を可能とするとともに、防災・災害情報を、分かり
やすく一元的に国民に提供する体制を確立し、災害への備えが万全な防災先進社会を構築。

施策のイメージ

）
）

）
）

）
）

GPS波浪計

CCTV

電子タグ

レーザー測量による
地形データ収集

デジタル画像撮影

地方自治体，公共機関，施設管理者等

国土交通省（各地方局，事務所等）

住民

タッチパネル

携帯電話

多種・多様なメディア

インターネット

地域FM局

ラジオ局
新聞

放送局／CATV ／
地上デジタル放送

カーナビ

河川情報板／
道路情報板

ネットワークを活用した
情報共有

CCTV
無人化施工

堤防監視センサー

浸水検知センサー

土砂崩れ通行止め

携帯電話で道路情報板の内容が閲覧可能に

この先、越波通行止め

×

この先、○○-××間、
土砂崩れ通行止めです

この先、○○-××間、
土砂崩れ通行止めです

カーナビでの
災害情報等の

音声案内

この先、土砂崩れ通行止め

河川情報板

○○県

○ ○○方面

○○市
○○

土砂崩れ通行止め

気象衛星
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高度な認証技術や自動検知システム、ＩＣタグやセンサーなどを、鉄道駅、港湾、空港などそれぞれの施設

環境に合わせて活用することにより、保安体制を強化し、テロを未然に防止する。

高度な認証技術や自動検知システム、ＩＣタグやセンサーなどを、鉄道駅、港湾、空港などそれぞれの施設

環境に合わせて活用することにより、保安体制を強化し、テロを未然に防止する。

３．テロ対策技術の高度化による安全の確保３．テロ対策技術の高度化による安全の確保

港湾施設における保安体制の高度化 （イメージ）

異常検知情報の共有
即座に対応

生体認証・ICカードによる

本人確認の自動化

警備用ロボットの活用
危険物への対処

ITVカメラ・センサー等により

不正侵入者自動検知

水中カメラ・探査船により
不正侵入者自動検知

新たな取り組み

既存施策・技術の延長線上

物流効率化との連携により実施タグによる貨物管理

AGV（自動走行する台車）

等によるターミナル無人化

X線検査等により貨物の

全数検査・危険物自動検知
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４．物流サプライチェーン全体の効率化・安全性向上４．物流サプライチェーン全体の効率化・安全性向上

施策のイメージ

電子タグや電子シールなどのＩＣＴ技術を活用することにより、貨物の中身や位置に関する情報のリアルタイ

ムな把握、物流手続の効率化、セキュリティの向上が可能となり、荷主や消費者の高度化・多様化するニー

ズや高まるセキュリティへの要請に対応した物流サービスの提供を可能とする。

電子タグや電子シールなどのＩＣＴ技術を活用することにより、貨物の中身や位置に関する情報のリアルタイ

ムな把握、物流手続の効率化、セキュリティの向上が可能となり、荷主や消費者の高度化・多様化するニー

ズや高まるセキュリティへの要請に対応した物流サービスの提供を可能とする。

荷送人

フォワーダー

フォワーダー

荷受人

セキュリティが確保された上での貨物管理・荷役業務の
効率化、諸手続の簡素化等の推進により、貨物輸送の
持つ速達性を最大限に発揮

情報の共有化

荷主等の高度化・多様化する
ニーズに対応

コンテナターミナル

コンテナターミナル船社

航空会社

航空会社

あらゆる所で
位置を把握 不正開封され

た時点で検知
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路車間通信、車車間通信、車両単独(自律検知型）、地図情報との連携等による安全運転支援

技術の開発・実用化・普及を促進し、これら技術が協調することにより、世界一安全な道路交通
社会を実現

路車間通信、車車間通信、車両単独(自律検知型）、地図情報との連携等による安全運転支援

技術の開発・実用化・普及を促進し、これら技術が協調することにより、世界一安全な道路交通
社会を実現

５．ＩＴＳを活用した世界一安全な道路交通の実現５．ＩＴＳを活用した世界一安全な道路交通の実現

施策のイメージ

インフラ協調による安全運転支援システムインフラ協調による安全運転支援システム

合流支援合流支援合流支援

前方状況前方状況情報提供情報提供

環境急変箇所に設置

前方障害物情報提供前方障害物情報提供前方障害物情報提供
【路車間通信】

【車車間通信】

その他の安全運転支援その他の安全運転支援

○カーブ進入速度注意喚起
○事故多発箇所情報提供

【車両単独（自律検知型）】

【地図情報との連携】

出会い頭における支援

左折時における支援

右折時における支援

とまれ

とま
れ

とまれ
とまれ
とまれ

とま
れ

とま
れ

とま
れ

自車位置等の情報を送信

車車間通信により接近車両の情
報を入手

車車間通信により後方から
接近中の二輪車の情報を入
手

自車位置等の情報を送信

車車間通信により対向
直進車両の情報を入手

自車位置等の情報を送信

○衝突被害軽減ブレーキ

事故多発、追突注意

!

事故多発、追突注意

!

急カーブ、注意

!
急カーブ、注意

!!

※自車の位置と速度から表
示を判断

トンネル出口先
積雪、注意

この先、
合流注意

ピ！この先渋滞
、注意して運転
してください
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東アジアにおける共通ＩＣ乗車券の導入を推進することにより、域内において一枚のＩＣ乗車券

で公共交通機関の利用が可能となる。これにより、東アジア域内における移動の円滑化、人

的交流の促進が図られる。

東アジアにおける共通ＩＣ乗車券の導入を推進することにより、域内において一枚のＩＣ乗車券

で公共交通機関の利用が可能となる。これにより、東アジア域内における移動の円滑化、人

的交流の促進が図られる。

６．東アジア共通ＩＣ乗車券の実現に向けた取組み６．東アジア共通ＩＣ乗車券の実現に向けた取組み

施策のイメージ

公共交通機関利用のシームレス化、利便性向上を目指して

共 通 Ｉ Ｃ 乗 車 券
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地理空間情報活用推進基本計画

○施策の策定・実施に必要な調査・研究の実施 ○知識の普及 ○人材の育成
○行政における地理空間情報の活用 ○個人情報の保護 等

地理情報システムに係る施策

○新世代の地理情報システム
（次世代ＧＩＳ：Geospatial Information System）
の整備及び活用の推進
・基盤地図情報（注）の整備、更新、流通

（注）地理空間情報の位置決めの基準となる基準点、
海岸線等の位置等に係る情報等共通白地図
の主要項目の位置情報

・地図関連の行政事務（地籍、登記等）
での基盤地図情報の相互活用
・基盤地図情報の円滑な流通（国の基盤
地図情報等を原則無償提供）
・研究開発の推進 等

道路

基準点
河川

基盤地図情報

衛星測位に係る施策

○地球全体にわたる衛
星測位システムの運
営主体との連絡調整

○研究開発、技術実証、
利用実証、利用促進

－ ビル、山陰の影響を受けずに利用
可能な準天頂衛星システムによる
衛星測位の技術実証・利用実証
に平成１８年度から着手

8時間

16
時
間

準天頂衛星準天頂衛星

ビル陰の影響を

受けず利用可能

準天頂衛星の
軌道イメージ

移動体測位の
基盤地図を提供

測位情報を
安定的に提供 等

地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的・計画的に推進

地理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第６３号）地理空間情報活用推進基本法地理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第（平成１９年法律第６３６３号）号）

基本理念等

（注）基盤地図情報、統計情報、画像情報等

多様な事業の創出と発展
環境との調和

民間事業者の技術提案
及び創意工夫の活用

個人の権利利益侵害、
国の安全の確保への配慮

信頼性の高い衛星測位サービスを
安定的に享受できる環境の確保

効果的・効率的な公共施設の管理、防災対策の推進
国土の利用・整備・保全、国民の生命・身体・財産の保護

行政運営の
効率化・高度化

多様なサービスの提供

○国土空間データ基盤（ＮＳＤＩ（National Spatial Data Infrastructure））を形成
－地理空間情報（空間上の位置を示す情報（当該情報の時点情報を含む。）等）（注）の整備・提供、地理情報システムや衛星測位の利用推進、

人材育成、関係機関の連携強化等による総合的・体系的な施策の実施

○地理空間情報の活用の推進に関する施策が相乗効果を発揮するよう、関係施策を実施

○地理空間情報活用推進基本計画の策定と施策の実施に関し、関係行政機関の協力体制の整備

基本的施策

共通施策
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９．海洋政策の総合的な推進

資料３：２０頁～２２頁関係
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国土交通省海洋・沿岸域政策推進本部を設置し、総合的かつ戦
略的に施策を展開

施策の推進体制

１．海上における安全を確保する

○ 安全に航行できる水域の確保
や条約不適合船の排除等による
海上交通の安全確保

２．国土の保全と防災対策を
推進する

○ 防災や減災による国民の生命
や財産の保護

３．環境の保護及び保全を推進する

○ 海洋・沿岸域環境のモニター
体制を強化

○ 油流出、漂流ゴミ等海洋汚染等
への的確な対応

４．自然環境や美しい景観を
取り戻す

○ 干潟、藻場等の再生
○ 構造物の景観との調和や漂着

ゴミ対策の推進
○ 陸域からの水質汚濁負荷の削減

６．海洋・沿岸域への親しみ、理解を
増進する

○ 親水空間の確保やレクリエーシ
ョンの活性化

８．国際社会との協調及び協力関係
を確立する

○ 国際的な取組への積極的な参画

○ テロ、事故、災害等に関する
対策の強化

○ 海岸侵食対策、離島交通の
確保等による国境離島等の保全

○ 大陸棚等の調査、的確な警戒
監視等による海洋権益の確保

○ 海洋・沿岸域に関する知識の普及
及び理解の向上

○ 海上輸送の活性化
○ 低未利用地への新機能の立地

促進

○ 低環境負荷の船舶等の技術開発
○ メガフロート等を活用した海洋の

新たな利用の推進

○ 東南アジア諸国の海上保安能力
の向上支援

○ 海洋環境や防災に関する技術や
情報の提供

海洋・沿岸域に関する施策とその推進

国際的な視野、国と地方の連携、多様な主体の参画等の基本的考え
方のもと、施策を推進

○ 海上保安業務体制の充実

国土交通省海洋・沿岸域政策大綱を策定

我が国の海洋・沿岸域

領海及び排他的経済水域の面積・・・４４７万ｋｍ２

輸出入取扱貨物量の海上輸送依存度・・・９９％以上
離島の数・・・６，８４７島

海岸線延長・・・約３５，０００km

我が国の海洋・沿岸域を巡
る現状と課題

海洋・沿岸域に関する多くの行
政分野を所管

海洋・沿岸域に
関する施策を総
合的に推進する

必要

国土交
通省

総合的な海洋政策
の策定

アジェンダ２１
の採択

国連海洋法条約
の発効

国際的な動向と課題

海上交通の 安
全確保

海上災害や
海洋汚染の防止

海上保安体制の
強化

防災対策の
強化

海洋資源開発の
推進

海岸侵食の
進行

藻場や干潟の減
少

漂着ゴミ、赤潮
等の発生

海洋及び沿岸域の現
状と課題

国際機関によるテロ防止
対策の進展

近隣諸国の海洋政策上の
戦略の競合

○ 多様な主体の参画と連携、協働
による計画策定

７．海洋・沿岸域の総合的管理を
推進する

５．海洋・沿岸域の利用を推進する

国土交通省海洋・沿岸域政策大綱（平成18年6月21日決定）の概要国土交通省海洋・沿岸域政策大綱（平成国土交通省海洋・沿岸域政策大綱（平成1818年年66月月2121日決定）の概要日決定）の概要
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